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標準見積書活用状況アンケートの最終結果について（概要） 

 

 

１．アンケートの概要 

 ○ ９月末からの標準見積書の一斉活用の状況を把握するため、全国の建設企業、建

設現場を対象にインターネットアンケートを実施し、会社毎で１８３３件、現場毎

で２８５１件の回答を得た。 

 ○ この結果を踏まえ、社会保険未加入対策推進協議会ＷＧ等の場を活用しながら、

今後の更なる標準見積書活用・普及方策の検討を行う。 

 

２．回答結果のポイント 

  ① 専門工事業団体による標準見積書の周知不足、下請企業による見積書式の未作

成・未利用。 

   → 標準見積書を作成済みの下請企業は２６％。一方、４５パーセントの下請企業が業界

団体による標準見積書の作成・周知を期待。 

    → 注文者に対して全部又は一部の工事で標準見積書を提出した下請企業は、３０％。一

方で、５７％の下請企業が標準見積書を未作成かつ未提出。 

  ② 元請企業による下請企業に対する標準見積書提出の指導不足。 

   → 標準見積書を提示された場合の取扱いルールを既に定めている元請企業は、１３％。

一方で、４４％の元請企業が業界団体による取扱いルールの作成・通知を期待。 

   → 下請企業に対し標準見積書を提示するように全部又は一部の工事で指導している元請

企業は２５％。一方で、６２％の元請企業が今後指導していくかどうか検討中。 

   ③ 標準見積書を提出した場合には、多くの契約において尊重されるなど、一定の

成果。 

    → 下請企業が標準見積書を注文者に提出した結果、法定福利費を含めた見積額全額で契約

した下請企業は２６％。見積総額は減額されたものの、法定福利費は全額支払われる契

約となった下請企業は３０％。 

  ④ 地域別でみると、北海道地区においては、元請・下請ともに積極的な取組がみ

られる一方、中部地区、中国・四国地区等においては、取組の広がりが鈍い。 

  ⑤ 下請企業について許可業種別でみると、鉄筋工事業、大工工事業等においては、

比較的積極的な取組がみられる一方、その他の業種においては、取組の広がりが

鈍い。 
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法定福利費が内訳明示された見積書（標準見積書）の活用状況に 

関するアンケート調査結果（最終集計）【会社毎】 

 

【調査の目的】 

法定福利費を内訳明示した見積書（標準見積書）の一斉活用開始後の活用状

況を的確に把握、分析することにより、更なる標準見積書の普及促進や改善を通

じた必要な法定福利費の確保を推進する 

 

【調査対象】 

全国の建設企業 

 

【調査期間】 

 平成２５年１０月３０日（水）～１２月９日（月） 

 

【回答状況】 

① 総回答数 1,833 件 

 

② 元請・下請の回答数、回答割合 

 

1. 8割以上元請

722件
39%

2. 8割以上下請

712件
39%

3. 元請・下請が

混在（1.2以外）

399件
22%
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③ 許可業種別回答数 （4,213 件） 

 

※複数回答があるため、許可業種別回答数の合計と総回答数は一致しない。 

  

1,070件

677件

131件

29件

726件

29件

29件

155件

180件

66件

93件

52件

407件

47件

20件

35件

81件

61件

0件

0件

0件

71件

51件

15件

38件

88件

62件

0件

0件 200件 400件 600件 800件 1,000件 1,200件

1. 土木工事業

2. 建築工事業

3. 大工工事業

4. 左官工事業

5. とび・土工工事業

6. 石工事業

7. 屋根工事業

8. 電気工事業

9. 管工事業

10. タイル・れんが・ブロツク工事業

11. 鋼構造物工事業

12. 鉄筋工事業

13. ほ装工事業

14. しゅんせつ工事業

15. 板金工事業

16. ガラス工事業

17. 塗装工事業

18. 防水工事業

19. 内装工事業

20. 機械器具工事業

21. 絶縁体工事業

22. 電気通信工事業

23. 造園工事業

24. さく井工事業

25. 建具工事業

26. 水道施設工事業

27. 消防施設工事業

28. 清掃施設工事業
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参考：許可業種別回答数の元請・下請別 

許可業種 回答数 元請・下請の別
元請下請別

回答数
比率

1. 8割以上元請 637 60%
2. 8割以上下請 193 18%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 240 22%
1. 8割以上元請 407 60%
2. 8割以上下請 168 25%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 102 15%
1. 8割以上元請 29 22%
2. 8割以上下請 97 74%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 5 4%
1. 8割以上元請 2 7%
2. 8割以上下請 27 93%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 0%
1. 8割以上元請 313 43%
2. 8割以上下請 246 34%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 167 23%
1. 8割以上元請 5 17%
2. 8割以上下請 19 66%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 5 17%
1. 8割以上元請 1 3%
2. 8割以上下請 24 83%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 4 14%
1. 8割以上元請 29 19%
2. 8割以上下請 43 28%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 83 54%
1. 8割以上元請 39 22%
2. 8割以上下請 49 27%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 92 51%
1. 8割以上元請 3 5%
2. 8割以上下請 62 94%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 1 2%
1. 8割以上元請 33 35%
2. 8割以上下請 44 47%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 16 17%
1. 8割以上元請 3 6%
2. 8割以上下請 49 94%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 0%
1. 8割以上元請 269 66%
2. 8割以上下請 28 7%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 110 27%
1. 8割以上元請 33 70%
2. 8割以上下請 12 26%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 2 4%

52

407

47

29

155

180

66

93

5. とび・土工工事業

6. 石工事業

1,070

677

131

29

726

29

1. 土木工事業

2. 建築工事業

3. 大工工事業

4. 左官工事業

12. 鉄筋工事業

13. ほ装工事業

14. しゅんせつ工事業

7. 屋根工事業

8. 電気工事業

9. 管工事業

10. タイル・れんが・ブロツク

工事業

11. 鋼構造物工事業
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許可業種 回答数 元請・下請の別
元請下請別

回答数
比率

1. 8割以上元請 0 0%
2. 8割以上下請 18 90%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 2 10%
1. 8割以上元請 5 14%
2. 8割以上下請 27 77%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 3 9%
1. 8割以上元請 13 16%
2. 8割以上下請 43 53%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 25 31%
1. 8割以上元請 3 5%
2. 8割以上下請 48 79%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 10 16%
1. 8割以上元請 0 -
2. 8割以上下請 0 -
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 -
1. 8割以上元請 0 -
2. 8割以上下請 0 -
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 -
1. 8割以上元請 0 -
2. 8割以上下請 0 -
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 -
1. 8割以上元請 12 17%
2. 8割以上下請 20 28%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 39 55%
1. 8割以上元請 13 25%
2. 8割以上下請 8 16%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 30 59%
1. 8割以上元請 3 20%
2. 8割以上下請 8 53%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 4 27%
1. 8割以上元請 5 13%
2. 8割以上下請 32 84%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 1 3%
1. 8割以上元請 42 48%
2. 8割以上下請 9 10%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 37 42%
1. 8割以上元請 4 6%
2. 8割以上下請 20 32%
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 38 61%
1. 8割以上元請 0 -
2. 8割以上下請 0 -
3. 元請・下請が混在（1.2以外） 0 -

合計 4,213 4,213

15. 板金工事業

16. ガラス工事業

20

35

81

51

61

0

0

71

0

15

62

0

38

88

17. 塗装工事業

18. 防水工事業

20. 機械器具工事業

19. 内装工事業

21. 絶縁体工事業

22. 電気通信工事業

23. 造園工事業

26. 水道施設工事業

25. 建具工事業

28. 清掃施設工事業

27. 消防施設工事業

24. さく井工事業
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④ 所属団体の有無 

 

 

⑤ 地域別回答数 

 

※各地域に含まれる都道府県は、地方整備局の管轄都道府県に合わせている。 

北海道：    北海道         

東 北：     青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島    

関 東：     茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 

北 陸：     新潟、富山、石川       

中 部：    岐阜、静岡、愛知、三重      

近 畿：    福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山   

中国・四国： 鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知   

九州・沖縄： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

  

加入団体なし

96件
5%

いずれかの建設

業団体に加入

1,737件
95%

143件

192件

564件

94件

165件

221件

221件

233件

0件 100件 200件 300件 400件 500件 600件

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄
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【元請・下請共通質問】 

1. 第 3 回社会保険未加入対策推進協議会において、標準見積書の一斉活用開始

に係る申合せが行われたことをご存じですか。 

 

＜ポイント＞ 

・ 推進協議会における申合せを知っている企業は５４％、標準見積書活用推進の取

組を知っている企業を合わせると８７％となっている。 

・ 地域別でみると、北海道、関東において認知度が高い一方、近畿や九州・沖縄に

おける認知度は低い。 

・ 許可業種別でみると、鉄筋工事業、銅構造物工事業、大工工事業等において認知

度が高い一方、水道施設工事業等における認知度は低い。 

 

 

＜有効回答数（1,819 件）＞ 

 
 

 

 

 

 

  

983件
54%594件

33%

242件
13%

1. 申合せを知っている。

2. 標準見積書活用推進の取

組は知っているが、申合せを

知らない。

3. 標準見積書活用推進の取

組自体知らない。
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地域別及び許可業種別の回答結果 

 

 
 

 

  

回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率

地域別集計

北海道 142 100% 91 64% 41 29% 10 7%
東北 192 100% 99 52% 69 36% 24 13%
関東 560 100% 338 60% 169 30% 53 9%
北陸 94 100% 52 55% 33 35% 9 10%
中部 165 100% 97 59% 52 32% 16 10%
近畿 216 100% 93 43% 70 32% 53 25%
中国・四国 220 100% 119 54% 67 30% 34 15%
九州・沖縄 230 100% 94 41% 93 40% 43 19%

地域別合計 1,819 100% 983 54% 594 33% 242 13%
許可業種別集計

1. 土木工事業 1,065 100% 524 49% 375 35% 166 16%
2. 建築工事業 670 100% 360 54% 223 33% 87 13%
3. 大工工事業 130 100% 82 63% 44 34% 4 3%
5. とび・土工工事業 723 100% 391 54% 230 32% 102 14%
8. 電気工事業 155 100% 80 52% 46 30% 29 19%
9. 管工事業 180 100% 90 50% 57 32% 33 18%
10. タイル・れんが・ブロツク工事業 64 100% 40 63% 21 33% 3 5%
11. 鋼構造物工事業 93 100% 64 69% 24 26% 5 5%
12. 鉄筋工事業 52 100% 44 85% 5 10% 3 6%
13. ほ装工事業 405 100% 171 42% 169 42% 65 16%
17. 塗装工事業 80 100% 37 46% 33 41% 10 13%
18. 防水工事業 60 100% 31 52% 22 37% 7 12%
22. 電気通信工事業 71 100% 35 49% 23 32% 13 18%
23. 造園工事業 51 100% 26 51% 18 35% 7 14%
26. 水道施設工事業 88 100% 37 42% 30 34% 21 24%
27. 消防施設工事業 62 100% 33 53% 15 24% 14 23%
　その他（12許可業種計） 239 100% 147 62% 69 29% 23 10%

合計 4,188 100% 2,192 52% 1,404 34% 592 14%

2. 標準見積書活

用推進の取組は
知っているが、申
合せを知らない。

3. 標準見積書活

用推進の取組自
体知らない。

質問項目【１】

有効回答数
1. 申合せを知っ

ている。
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【元請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 標準見積書を提示された場合の取扱いルールを既に定めている元請企業は、１

３％。一方で、４４％の元請企業が業界団体による取扱いルールの作成・通知を期

待し、２５％が自社でルールを作成することを今後検討。 

・ 地域別にみると、中部、中国・四国、九州・沖縄地域では、取扱いルールを定めて

いる企業が１割未満と他地域に比べて低い。 

 

 

＜有効回答数（1,094 件）＞ 

 
 

 

 

145件
13%

476件
44%

277件
25%

49件
5%

134件
12%

13件
1%

1. 定めている（業界団体が定め

たものを使用している場合を含

む）。

2. 現在は定めていないが、所属

する業界団体が取扱いルールを

作成・通知すれば、それを使用

する予定である。

3. 現在は定めていないが、今後

自社で定めることが検討されて

いる。

4. 定める予定はない。

5. わからない。

6. その他

2. 下請企業から標準見積書を提示された場合の取扱いルールは定めています

か。 
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「６．その他」の主な回答例 

・標準見積書活用推進の取組自体を知らなかったため未定である。今後検討する。 

・下請企業から標準見積書が提示された場合は必ず受領する様に指導。日建連作成

の活用マニュアルに則り対応するように指導している。 

・日建連から要請された労務賃金改善等推進要綱に基づき、労務賃金支払いに関す

る行動計画を作成し対応している。 

 
 
 
地域別及び許可業種別の回答結果 

 

  

回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率

地域別集計

北海道 101 100% 17 17% 49 49% 24 24% 4 4% 6 6% 1 1%
東北 115 100% 15 13% 52 45% 28 24% 8 7% 10 9% 2 2%
関東 325 100% 68 21% 124 38% 84 26% 11 3% 33 10% 5 2%
北陸 50 100% 5 10% 15 30% 19 38% 2 4% 9 18% 0 0%
中部 111 100% 9 8% 52 47% 34 31% 4 4% 12 11% 0 0%
近畿 120 100% 16 13% 53 44% 20 17% 4 3% 26 22% 1 1%
中国・四国 132 100% 4 3% 62 47% 36 27% 7 5% 20 15% 3 2%
九州・沖縄 140 100% 11 8% 69 49% 32 23% 9 6% 18 13% 1 1%

地域別合計 1,094 100% 145 13% 476 44% 277 25% 49 4% 134 12% 13 1%
許可業種別集計

1. 土木工事業 857 100% 115 13% 386 45% 207 24% 38 4% 100 12% 11 1%
2. 建築工事業 498 100% 68 14% 214 43% 138 28% 23 5% 48 10% 7 1%
3. 大工工事業 31 100% 6 19% 14 45% 7 23% 0 0% 4 13% 0 0%
5. とび・土工工事業 467 100% 57 12% 202 43% 112 24% 21 4% 66 14% 9 2%
8. 電気工事業 110 100% 14 13% 44 40% 29 26% 5 5% 17 15% 1 1%
9. 管工事業 128 100% 12 9% 54 42% 36 28% 6 5% 19 15% 1 1%
11. 鋼構造物工事業 46 100% 9 20% 18 39% 12 26% 4 9% 3 7% 0 0%
13. ほ装工事業 371 100% 35 9% 178 48% 91 25% 17 5% 48 13% 2 1%
17. 塗装工事業 37 100% 3 8% 21 57% 7 19% 2 5% 3 8% 1 3%
22. 電気通信工事業 51 100% 6 12% 24 47% 8 16% 4 8% 9 18% 0 0%
23. 造園工事業 42 100% 3 7% 19 45% 11 26% 2 5% 7 17% 0 0%
26. 水道施設工事業 77 100% 5 6% 38 49% 21 27% 2 3% 11 14% 0 0%
27. 消防施設工事業 41 100% 3 7% 15 37% 14 34% 2 5% 7 17% 0 0%
　その他（15許可業種計） 93 100% 22 24% 35 38% 24 26% 3 3% 7 8% 2 2%

合計 2,849 100% 358 13% 1,262 44% 717 25% 129 5% 349 12% 34 1%

6. その他

質問項目【２】

1. 定めている

（業界団体が
定めたものを
使用している
場合を含む）。

2. 現在は定め

ていないが、所
属する業界団
体が取扱い

ルールを作成・
通知すれば、

それを使用する

3. 現在は定

めていない
が、今後自社
で定めること
が検討されて

いる。

4. 定める予

定はない。

5. わからな

い。
有効回答数
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【元請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 下請企業に対し標準見積書を提示するように全部又は一部の工事で指導してい

る元請企業は２５％。一方で、６２％の元請企業が今後指導していくかどうか検討

中。 

・ 地域別にみると、北海道、関東で全部又は一部の工事で指導している元請企業が

３０％を越えている一方、中部、中国・四国、九州・沖縄においては、２０％を割って

いる状況。 

・ 業種毎には大きな差異はみられない。 

 

 

＜有効回答数（1,090 件）＞ 

 

  

146件
14%

121件
11%

679件
62%

144件
13%

1. 全ての下請契約で指導して

いる。

2. 一部の下請契約で指導して

いる。

3. 指導していないが、今後締

結する下請契約では指導して

いくことを検討している。

4. 指導する予定はない。

3. 下請企業に対して標準見積書を提示するよう指導していますか。 
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地域別及び許可業種別の回答結果 

 
  

回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率

地域別集計

北海道 100 100% 21 21% 15 15% 52 52% 12 12%
東北 115 100% 13 11% 14 12% 69 60% 19 17%
関東 323 100% 53 16% 48 15% 191 59% 31 10%
北陸 52 100% 5 10% 5 10% 31 60% 11 21%
中部 110 100% 13 12% 7 6% 82 75% 8 7%
近畿 120 100% 14 12% 14 12% 67 56% 25 21%
中国・四国 132 100% 9 7% 11 8% 91 69% 21 16%
九州・沖縄 138 100% 18 13% 7 5% 96 70% 17 12%

地域別合計 1,090 100% 146 13% 121 11% 679 62% 144 13%
許可業種別集計

1. 土木工事業 854 100% 121 14% 91 11% 533 62% 109 13%
2. 建築工事業 498 100% 69 14% 61 12% 306 61% 62 12%
3. 大工工事業 31 100% 7 23% 1 3% 17 55% 6 19%
5. とび・土工工事業 466 100% 58 12% 50 11% 297 64% 61 13%
8. 電気工事業 108 100% 12 11% 10 9% 67 62% 19 18%
9. 管工事業 126 100% 13 10% 10 8% 85 67% 18 14%
11. 鋼構造物工事業 47 100% 11 23% 8 17% 22 47% 6 13%
13. ほ装工事業 370 100% 41 11% 40 11% 245 66% 44 12%
17. 塗装工事業 38 100% 1 3% 3 8% 26 68% 8 21%
22. 電気通信工事業 50 100% 6 12% 6 12% 26 52% 12 24%
23. 造園工事業 42 100% 3 7% 3 7% 29 69% 7 17%
26. 水道施設工事業 77 100% 12 16% 9 12% 49 64% 7 9%
27. 消防施設工事業 40 100% 5 13% 3 8% 24 60% 8 20%
　その他（15許可業種計） 93 100% 15 16% 11 12% 55 59% 12 13%

合計 2,840 100% 374 13% 306 11% 1,781 63% 379 13%

2. 一部の下

請契約で指導
している。

3. 指導してい

ないが、今後
締結する下請
契約では指導
していくことを

検討している。

4. 指導する予

定はない。

質問項目【３】

有効回答数

1. 全ての下

請契約で指導
している。
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 標準見積書を作成済みの下請企業は、２６％。一方で、４５％の下請企業が業界

団体による標準見積書の作成・周知を期待。 

・ 地域別でみると、北海道において作成済みが４８％となっている一方で、中部にお

いては、作成済みが１５％という状況。 

・ 業種別でみると、作成済みが、鉄筋工事業で６３％、大工工事業、鋼構造物工事

業で４０％弱となっている一方、電気通信工事業や造園工事業においては、作成

済みが１０％以下となっている。 

 

 

＜有効回答数（1,088 件）＞ 

 

  

149件
14%

488件
45%

128件
12%

189件
17%

20件
2% 114件

10%

1. 業界団体の標準見積書を

活用して作成済み。

2. 業界団体の標準見積書が

周知され次第、それを活用し

て作成する予定。

3. 自社で独自に作成済み。

4. 自社で独自に作成中又は

作成する予定。

5. 新たに業界団体に加入し

て、その団体の標準見積書を

活用して作成する予定。

6. 作成する予定はない。

4. 注文者（元請企業又は上位下請企業をいう。以下同じ。）に対して提出する

ための、標準見積書を作成していますか。 
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地域別及び許可業種別の回答結果 

 

 

  

回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率

地域別集計

北海道 68 100% 18 26% 19 28% 15 22% 11 16% 0 0% 5 7%
東北 116 100% 12 10% 51 44% 14 12% 20 17% 3 3% 16 14%
関東 344 100% 49 14% 150 44% 47 14% 66 19% 4 1% 28 8%
北陸 66 100% 15 23% 22 33% 3 5% 14 21% 0 0% 12 18%
中部 93 100% 6 6% 55 59% 8 9% 15 16% 1 1% 8 9%
近畿 147 100% 20 14% 60 41% 14 10% 26 18% 7 5% 20 14%
中国・四国 135 100% 14 10% 68 50% 15 11% 17 13% 4 3% 17 13%
九州・沖縄 119 100% 15 13% 63 53% 12 10% 20 17% 1 1% 8 7%

地域別合計 1,088 100% 149 14% 488 45% 128 12% 189 17% 20 2% 114 10%
許可業種別集計

1. 土木工事業 421 100% 42 10% 170 40% 63 15% 89 21% 9 2% 48 11%
2. 建築工事業 263 100% 32 12% 120 46% 33 13% 39 15% 10 4% 29 11%
3. 大工工事業 100 100% 24 24% 42 42% 14 14% 10 10% 5 5% 5 5%
5. とび・土工工事業 402 100% 50 12% 156 39% 70 17% 76 19% 6 1% 44 11%
8. 電気工事業 125 100% 6 5% 60 48% 13 10% 25 20% 0 0% 21 17%
9. 管工事業 138 100% 15 11% 53 38% 10 7% 43 31% 1 1% 16 12%
10. タイル・れんが・ブロツク工事業 62 100% 12 19% 36 58% 3 5% 7 11% 0 0% 4 6%
11. 鋼構造物工事業 59 100% 13 22% 20 34% 10 17% 9 15% 1 2% 6 10%
12. 鉄筋工事業 49 100% 25 51% 12 24% 6 12% 3 6% 0 0% 3 6%
13. ほ装工事業 136 100% 3 2% 67 49% 12 9% 36 26% 5 4% 13 10%
17. 塗装工事業 65 100% 6 9% 37 57% 3 5% 7 11% 2 3% 10 15%
18. 防水工事業 56 100% 6 11% 38 68% 4 7% 4 7% 1 2% 3 5%
22. 電気通信工事業 58 100% 1 2% 28 48% 4 7% 13 22% 0 0% 12 21%
23. 造園工事業 38 100% 2 5% 17 45% 2 5% 10 26% 2 5% 5 13%
26. 水道施設工事業 45 100% 3 7% 22 49% 2 4% 11 24% 1 2% 6 13%
27. 消防施設工事業 57 100% 5 9% 20 35% 3 5% 19 33% 0 0% 10 18%
　その他（12許可業種計） 187 100% 36 19% 77 41% 22 12% 28 15% 4 2% 20 11%

合計 2,261 100% 281 12% 975 43% 274 12% 429 19% 47 2% 255 11%

6. 作成する予

定はない。

質問項目【４】

有効回答数

1. 業界団体

の標準見積書
を活用して作

成済み。

2. 業界団体

の標準見積書
が周知され次
第、それを活
用して作成す

る予定。

3. 自社で独

自に作成済
み。

5. 新たに業界

団体に加入し
て、その団体
の標準見積書
を活用して作
成する予定。

4. 自社で独

自に作成中又
は作成する予

定。
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 標準見積書を作成しない理由としては、作成しても無駄だと考える企業が３９％と

最も多い。 

 

 

＜有効回答者数（111 件）に対するそれぞれの回答割合＞ 

 

 

「５．その他」の主な回答 

・取組自体を知らない。 

・作成が難しいため。 

・元請けからの指導が無いため。 

・造園工事は工種が多く人工数等の計算が煩雑で見積に手間がかかりすぎる。 

・末端の下請だから。 

  

22%

39%

28%

9%

27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1. 法定福利費を内訳明示して見積提出する

と受注競争上不利になるため。

2. 注文者が受け取らない、総価しか見ない

など、作成しても無駄だと考えるため。

3. 法定福利費の計算方法等が難しくてよく

わからないため。

4. 業界団体に入っておらず、自社で作成す

ることが困難であるため。

5. その他

5. 標準見積書を作成しない理由は何ですか。（複数回答可） 
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 注文者に対して全部又は一部の工事で標準見積書を提出した下請企業は、３０％。

一方で、５７％の下請企業が標準見積書を未作成かつ未提出。 

・ 地域別でみると、北海道においては５２％の下請企業が全部又は一部の工事で標

準見積書を提出している一方で、中部は１５％、中国・四国は２１％と低い提出率

になっている。 

・ 業種別にみると、鉄筋工事業においては６７％、大工工事業においては４２％の下

請企業が全部又は一部の工事で標準見積書を提出している一方で、電気通信工

事業では１４％と低い提出率になっている。 

 

 

＜有効回答数（1,034 件）＞ 

 

 

 
 
  

135件
13%

179件
17%

133件
13%

587件
57%

1. 全ての工事で提出してい

る。

2. 一部の工事で提出してい

る。

3. 提出していない（法定福利

費が内訳明示された見積書は

作成済み）。

4. 提出していない（法定福利

費が内訳明示された見積書を

未作成）。

6. 注文者に対して標準見積書を提出していますか。 
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地域別及び許可業種別の回答結果 

 

 

 
  

回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率
回答
数

比率

地域別集計

北海道 67 100% 20 30% 15 22% 8 12% 24 36%
東北 111 100% 16 14% 14 13% 11 10% 70 63%
関東 326 100% 40 12% 75 23% 47 14% 164 50%
北陸 64 100% 8 13% 13 20% 7 11% 36 56%
中部 89 100% 7 8% 6 7% 9 10% 67 75%
近畿 140 100% 18 13% 22 16% 13 9% 87 62%
中国・四国 127 100% 12 9% 15 12% 24 19% 76 60%
九州・沖縄 110 100% 14 13% 19 17% 14 13% 63 57%

地域別合計 1,034 100% 135 13% 179 17% 133 13% 587 57%
許可業種別集計

1. 土木工事業 399 100% 64 16% 65 16% 40 10% 230 58%
2. 建築工事業 251 100% 29 12% 49 20% 39 16% 134 53%
3. 大工工事業 94 100% 22 23% 18 19% 16 17% 38 40%
5. とび・土工工事業 382 100% 65 17% 64 17% 53 14% 200 52%
8. 電気工事業 123 100% 10 8% 15 12% 9 7% 89 72%
9. 管工事業 135 100% 14 10% 18 13% 13 10% 90 67%
10. タイル・れんが・ブロツク工事業 55 100% 1 2% 12 22% 14 25% 28 51%
11. 鋼構造物工事業 56 100% 8 14% 14 25% 11 20% 23 41%
12. 鉄筋工事業 48 100% 20 42% 12 25% 7 15% 9 19%
13. ほ装工事業 127 100% 8 6% 19 15% 13 10% 87 69%
17. 塗装工事業 65 100% 3 5% 10 15% 7 11% 45 69%
18. 防水工事業 53 100% 4 8% 13 25% 3 6% 33 62%
22. 電気通信工事業 58 100% 3 5% 5 9% 2 3% 48 83%
23. 造園工事業 36 100% 3 8% 6 17% 4 11% 23 64%
26. 水道施設工事業 41 100% 6 15% 4 10% 1 2% 30 73%
27. 消防施設工事業 56 100% 7 13% 5 9% 4 7% 40 71%
　その他（12許可業種計） 180 100% 23 13% 46 26% 17 9% 94 52%

合計 2,159 100% 290 13% 375 17% 253 12% 1,241 57%

有効回答数

1. 全ての工

事で提出して
いる。

2. 一部の工

事で提出して
いる。

3. 提出して

いない（法定
福利費が内
訳明示され
た見積書は
作成済み）。

4. 提出してい

ない（法定福利
費が内訳明示
された見積書を

未作成）。

質問項目【６】
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 標準見積書を注文者に提出しなかった理由としては、『注文者が提出を求めてこな

かったため』が、６０％と多数を占めている。 

 

 

＜有効回答者数（299 件）に対するそれぞれの回答割合＞ 

 

「６．その他」の主な回答 

・基準となる算出方法を検討中のため。 

・業界団体の標準書式が決まっていないため。 

・現場の担当者に周知がなされていないし認識がない。 

・大手ゼネコン以外は取組が遅れているため未提出。地方ゼネコンでは未認識。 

・下請け業者の足並みが揃うのを待っている。まだ出さないように言われている。 

・法定福利費「額」を記載するな、と強く指示されたため。 

・今回の物件は法定福利費原資を確保していないので従来方式で提出してほしいと

依頼があったため。 

・最終的には現場の予算との折衝で金額が決まるので。 

・民間発注の工事は除外している。  

15%

14%

60%

25%

22%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 受注競争上不利になると考えたため。

2. 注文者との関係で提出できる雰囲気では

なかったため。

3. 注文者が提出を求めてこなかったため。

4. 平成２５年度公共工事設計労務単価が適

用される工事ではなかったため。

5. 注文者が総価しか見ないなど、提出して

も意味がないと考えたため。

6. その他

7. 標準見積書を注文者に提出しなかった理由は何ですか。（複数回答可） 
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 下請企業が標準見積書を注文者に提出した結果、内訳明示された法定福利費を

含めた見積額全額で契約したことのある下請企業は、２６％。見積総額は減額され

たものの、内訳明示された法定福利費は全額支払われる契約となったことのある

下請企業は、３０％となっており、標準見積書の活用効果が一定程度現れている。 

 

 

＜有効回答者数（269 件）に対するそれぞれの回答割合＞ 

 

 

「６．その他」の主な回答 

・徐々に理解を得ている。取り組み段階であるが、一部は既に認められて支払われて

いる。 

・総額で減額されても実態としてどの部分が減額とは判断できない。 

・総額で取り決めるため、別枠という考え方がゼネコンにはまだない。 

・総価のみの判断で他社より高いため受注できなかった。 

・元請によって法定福利費の対応が違う。行政の指導を徹底させてほしい。 

26%

30%

17%

14%

10%

24%

1. 内訳明示された法定福利費を含む見積額全

額が支払われる契約となった。

2. 見積総額は減額されたが、内訳明示された

法定福利費は全額支払われる契約となった。

3. 内訳明示された法定福利費の一部が減額し

て支払われる契約となった。

4. 内訳明示された法定福利費が支払われない

契約となった。

5. 受け取ってもらえなかった、又は、受け

取ってもらったが無視された。

6. その他

0% 10% 20% 30% 40%

8. 標準見積書を注文者に提出した結果はどうでしたか。（複数回答可） 
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【下請企業向け質問】 

 

＜ポイント＞ 

・ 内訳明示された見積書の内訳額の一部若しくは全部が減額された理由は、他社と

比較して高額だったためが４４％、過去の見積総額よりも高額だったためが３８％、

発注者から法定福利費を受け取っていないと言われたためが２５％となっている。 

 

 

＜有効回答者数（141 件）に対するそれぞれの回答割合＞ 

 

 

「７．その他」の主な回答 

・ゼネコン側の現場実行予算総額が不足。 

・元請けの工事受注金額及び実行予算書と金額が合わないために減額。 

・減額分に比例して、法定福利費も減額された。 

・直接工事費又は一般管理費を減額された。 

 

 

  

9%

25%

10%

38%

44%

14%

8%

1. 作業員の中に社会保険に未加入の者がい

ることが判明したため。

2. 発注者から法定福利費を受け取っていな

いと言われたため。

3. 見積書における各費目（法定福利費を含

む）の積算根拠が不明確だったため。

4. 過去の見積総額よりも高額だったため。

5. 他社と比較して高額だったため。

6. わからない。

7. その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

9. 見積額の一部若しくは全部が減額された理由は何ですか。（複数回答可） 



21 
 

その他、見積書を受け取ってもらえなかった等の自由記述（10 及び 11） 

1．取組みについての不安・疑問 

・ そもそも標準見積書に関して理解がない。総額しか見ない。 

・ スーパーゼネコンが率先して値下げ競争をして受注している中でこの制度

が本当に運用できるのか疑わしく思う。 

・ 競争他社が見積に法定福利費を入れない中で、見積もったら完全に仕事が来

ないと思う。これを多くの同業者が思っていると思う。 

・ 見積もりを提出の後は支払われたのか否かを誰が確認するのか。請負価格が

総額で指値等がされている現状で建前だけの見積もりではますます下請け

企業の負担ばかり増えてしまうのではないか。 

・ 所属業界団体が一社も抜けず一斉に各ゼネコンに提出する確約が取れるな

ら、標準見積書で提出する。 

 

2．標準見積書の提出 

・ 現状、発注者は、単価には法定福利費を含むものとするとの但し書きをつけ

ることでこの問題を回避する意向が窺える。 

・ 元請け側は今回の法定福利費を別項目にしたとしても元々社会保険には既

に加入しているはずだから、見積もり金額は上がるはずはないでしょうとい

う言い方をします。 

・ 法定福利費を別枠で表記すると、元請会社から、民間工事の場合建築主から

貰っていないので払えないと告げられた。従来、単価に含まれていたものを

別枠で表示すると、上記の理由から逆に値引きの的になってしまった。 

・ 中間の商社より元請に恥を晒すような内容だと一蹴された上に法定福利費

等を省かれた見積もりを提出されてしまった。また、別件で中間の商社が勝

手に金額を決めてしまい申請しても無理と受け付けてくれなかった。 

・ 地方の行政がこのことに対して知らな過ぎる。市発注の建築工事があり標準

見積書を元請に提出したところ、役所では社会保険、厚生年金を工事費に含

んでいないと購買担当者から言われ唖然とした経験があった。 
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3．改善提案・要望 

・ 工事の種類によって法定福利費の比率を統一しないとゼロで請け負う業者

が必ず出てくる。消費税のように必ず乗せるような仕組みにしないと絶対に

うまくいかないと思う。 

・ 見積り契約ではなく、社会保険番号や納付書等を根拠に実数請求、実数払い

にした方が進むのではないか。 

・ 100%加入を確認するために①建退共みたいな証紙を発行する。もしくは②

100%加入していない会社は建設業許可をとれないとすればよい。 

・ 企業間での入札価格の公平性確保のため、法定福利費は入札価格から除外す

る。 

・ 建設費増額への理解を求める。本施策導入により、建設費が、10～25％増額

することを国民、特に発注者に理解を求めるべき。 

・ 末端の労働者まで社会保険に加入させるのであれば、公共工事だけでなく民

間工事でも法定福利費の支払いを指導してほしい。 

・ そもそも正規雇用してこなかった専門工事会社にペナルティを課さなかっ

た業界に問題があり、まじめに正社員雇用してきた会社を評価する制度がな

かったのも問題だ。一日でも早く下請評価制度を立ち上げて欲しい。 

 

4．その他 

・ スーパーゼネコンの下請同業者が、守っていないように思われる。 

・ 元請によっては全く標準見積りを知らない。下請会社はそれより更に理解度

に差があるのが実態。法の抜け道も多く、恐らく誰でも２９年度に現場から

締め出されると思っていない。 

・ 民間工事に関しては、当社営業部門に「社会保険未加入問題対策の状況説明

と協力のお願いを目的として日建連作成リーフレットを民間発注者に配布

する事」を依頼実施しているが、「理解した」との回答を提示してきた民間

発注者はない。 

・ 元請・専門工事業ごとのアンケートでないと意味がないと考える。内容を再

度精査のうえ出しなおしを求めたいと思う。 
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法定福利費が内訳明示された見積書（標準見積書）の活用状況に 

関するアンケート調査結果（最終集計）【現場毎】 

 

【調査の目的】 

法定福利費を内訳明示した見積書（標準見積書）の一斉活用開始後の活用状況を的確に

把握、分析することにより、更なる標準見積書の普及促進や改善を通じた必要な法定福利費

の確保を推進する 

 

【調査対象】 

工事契約の２割以上が元請である建設企業の工事現場 

 

【調査期間】 

 平成２５年１０月３０日（水）～１２月９日（月） 

 

【回答状況】 

① 総回答数 2,851 件 

 

② 工事発注者の回答状況 

 

 

 

 

 

 

1. 国土交通省

698件

25%
2. 国土交通省以

外の国

116件

4%

3. 都道府県

698件

25%

4. 政令市

124件

4%

5. 市町村（政令

市を除く）

341件

11%

6. 独立行政法

人、特殊法人等

の公共機関

141件

5%

7. 民間企業

733件

26%
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③ 地域別回答数 

 

 
 

各地域に含まれる都道府県は、地方整備局の管轄都道府県に基づいている。 

 

北海道：   北海道         

東 北：    青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島    

関 東：    茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 

北 陸：    新潟、富山、石川       

中 部：    岐阜、静岡、愛知、三重      

近 畿：    福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山   

中国・四国： 鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知   

九州・沖縄： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄   

       

  

227件

299件

902件

99件

307件

418件

278件

321件

0件 200件 400件 600件 800件 1,000件

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄
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【回答結果】 

1. 第 3 回社会保険未加入対策推進協議会において、標準見積書の一斉活用開始に係る申

合せが行われたことをご存じですか。 

 

＜ポイント＞ 

・ 推進協議会における申合せを知っている元請現場担当者は５７％、標準見積書活用推進の

取組を知っている者を合わせると８６％となっている。 

・ 地域別では大きな差異はみられない。 

 

 

有効回答数（2,840 件） 

 
 
 

地域別回答結果 

1,611件

57%

823件

29%

406件

14%

1. 申合せを知っている。

2. 標準見積書活用推進の取組は知っている

が、申合せを知らない。

3. 標準見積書活用推進の取組自体知らない。

地域 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率

北海道 226 100% 133 59% 71 31% 22 10%
東北 299 100% 186 62% 83 28% 30 10%
関東 899 100% 533 59% 261 29% 105 12%
北陸 98 100% 64 65% 28 29% 6 6%
中部 307 100% 193 63% 79 26% 35 11%
近畿 415 100% 192 46% 110 27% 113 27%
中国・四国 278 100% 170 61% 67 24% 41 15%
九州・沖縄 318 100% 140 44% 124 39% 54 17%

地域別合計 2,840 100% 1,611 57% 823 29% 406 14%

アンケート項目【１】

有効回答数
1. 申合せを知ってい

る。

2. 標準見積書活用

推進の取組は知っ
ているが、申合せを

知らない。

3. 標準見積書活用

推進の取組自体知
らない。
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2. 下請企業に対して標準見積書を提示するよう指導していますか。 

 
＜ポイント＞ 

・ 下請企業に対して標準見積書を提示するよう全部又は一部の工事で指導している現場

は３４％。一方で、５８パーセントの元請現場担当者が今後指導していくかどうか検討

中。 

・ 発注者別でみると、国土交通省、独立行政法人・特殊法人等の現場では、４０％以上

の元請現場担当者が下請企業に対して標準見積書を提示するよう全部又は一部の工事で

指導している一方、市町村（政令市を除く）の現場においては、２３％となっている。 

・ 地域別でみると、北海道、関東、北陸の現場においては、４０％前後の元請現場担当

者が下請企業に対して標準見積書を提示するよう全部又は一部の工事で指導している一

方で、東北、近畿、九州・沖縄の現場においては、３０％を切っている。 

 

 
 
 

 

628件

22%

350件

12%
1,626件

58%

227件

8%

【全 体】

1. 全ての下請契約で指導している。

2. 一部の下請契約で指導している。

3. 指導していないが、今後締結する下請

契約では指導していくことを検討してい

る。
4. 指導する予定はない。

486件

23%

233件

11%
1,225件

58%

164件

8%
【公共工事】

1. 全ての下請契約で指導している。

2. 一部の下請契約で指導している。

3. 指導していないが、今後締結する下請

契約では指導していくことを検討してい

る。
4. 指導する予定はない。
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142件

20%

117件

16%
401件

55%

63件

9%

【民間発注工事】

1. 全ての下請契約で指導している。

2. 一部の下請契約で指導している。

3. 指導していないが、今後締結する下請

契約では指導していくことを検討してい

る。
4. 指導する予定はない。

発注者別集計

発注者 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率
1. 国土交通省 696 100% 237 34% 71 10% 360 52% 28 4%
2. 国土交通省以外の国 116 100% 23 20% 11 9% 62 53% 20 17%
3. 都道府県 694 100% 120 17% 72 10% 444 64% 58 8%
4. 政令市 123 100% 23 19% 22 18% 66 54% 12 10%
5. 市町村（政令市を除く） 340 100% 52 15% 28 8% 221 65% 39 11%
6. 独法、特殊法人等 139 100% 31 22% 29 21% 72 52% 7 5%
7. 民間企業 723 100% 142 20% 117 16% 401 55% 63 9%

発注者別合計 2,831 100% 628 22% 350 12% 1,626 57% 227 8%

地域別集計

地域 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率 回答数 比率

北海道 224 100% 64 29% 21 9% 127 57% 12 5%
東北 299 100% 60 20% 24 8% 192 64% 23 8%
関東 895 100% 207 23% 148 17% 471 53% 69 8%
北陸 98 100% 30 31% 8 8% 50 51% 10 10%
中部 306 100% 77 25% 28 9% 185 60% 16 5%
近畿 414 100% 64 15% 52 13% 259 63% 39 9%
中国・四国 278 100% 64 23% 39 14% 149 54% 26 9%
九州・沖縄 317 100% 62 20% 30 9% 193 61% 32 10%

地域別合計 2,831 100% 628 22% 350 12% 1,626 57% 227 8%

有効回答数

1. 全ての下請

契約で指導し
ている。

2. 一部の下請

契約で指導し
ている。

3. 指導してい

ないが、今後
締結する下請
契約では指導
していくことを

検討している。

4. 指導する予

定はない。
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3. 下請契約において、下請企業から標準見積書を提示されたことがありますか。ある場

合には、どのような取扱いをしましたか。（複数回答可） 

 
＜ポイント＞ 

・ 標準見積書の提出状況については、７２％（公共工事７０％、民間工事７５％）の現

場が標準見積書の提示を受けたことがないと回答。 

・ 標準見積書の提示を受けた場合、８４％（公共工事８６％、民間工事７１％）の現場

で内訳明示された法定福利費を全額支払う契約を締結している。 

 

 

 
 

 
 
 
 

14%

6%

2%

0%

2%

8%

72%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額を支

払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福利

費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支払

う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない契約

とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。

6. 提示するよう指導したが、提示してもらえなかった。

7. 提示を受けたことがない。

【全 体】

有効回答者数(2,810件)に対するそれぞれの回答割合

401件

58%

181件

26%

51件

7%

12件

2%
48件

7%

【全 体】

標準見積書の提示を受けた場合の契約状況

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額を

支払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福

利費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支

払う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない契

約とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。
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17%

7%

2%

0%

1%

6%

71%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額を支

払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福利

費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支払

う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない契約

とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。

6. 提示するよう指導したが、提示してもらえなかった。

7. 提示を受けたことがない。

【公共工事】

有効回答者数(2,093件)に対するそれぞれの回答割合

357件

62%

139件

24%

43件

8%

4件

1%

30件

5%

【公共工事】

標準見積書の提示を受けた場合の契約状況

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額

を支払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福

利費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支

払う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない

契約とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。
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6%

6%

1%

1%

3%

11%

75%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額を支

払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福利

費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支払

う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない契約

とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。

6. 提示するよう指導したが、提示してもらえなかった。

7. 提示を受けたことがない。

【民間発注工事】

有効回答者数(717件)に対するそれぞれの回答割合

44件

36%

42件

35%

8件

7%

8件

7%

18件

15%

【民間発注工事】

標準見積書の提示を受けた場合の契約状況

1. 提示を受け、内訳明示された法定福利費を含む見積額全額

を支払う契約とした。

2. 提示を受け、見積総額は減額したが、内訳明示された法定福

利費は全額支払う契約とした。

3. 提示を受け、内訳明示された法定福利費の一部を減額して支

払う契約とした。

4. 提示を受けたが、内訳明示された法定福利費は支払わない

契約とした。

5. 提示を受けたが、その会社と契約しなかった。
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発注者別集計
1. 国土交通省
2. 国土交通省以外の国
3. 都道府県
4. 政令市
5. 市町村（政令市を除く）
6. 独法、特殊法人等
7. 民間企業

発注者別合計

地域別集計

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

地域別合計

76%
69%
76%
72%

59%
71%
73%
62%
74%

1%
2%
1%
2%

6%
12%
8%
2%
8%
7%
6%
6%
8%

1%
1%
2%
0%
4%

2%
3%
1%
2%

0%
0%
1%
0%
0%
1%
0%
0%
0%

3%
1%
2%
3%
2%7%

4%
5%
6%
6%14%

14%
20%
12%
13%
31%
11%
13%
22% 15%

4%
7%
5%

6%
11%
8%

60%
74%
73%
77%
82%
76%
75%
72%

8%
5%
5%
8%
5%

1%
1%
0%

2%
3%
2%
0%
1%
1%
3%
2%

0%
0%
0%
0%
0%

6%

3%
1%
2%
1%
1%
2%
1%
2%

7. 提示を受け

たことがない。

14%
6%

10%
9%

12%
15%
16%
26% 9%

7%
6%
8%
4%
5%
6%

2. 提示を受

け、見積総額
は減額したが、
内訳明示され
た法定福利費
は全額支払う
契約とした。

3. 提示を受

け、内訳明示さ
れた法定福利
費の一部を減
額して支払う契

約とした。

4. 提示を受け

たが、内訳明
示された法定
福利費は支払
わない契約とし

た。

5. 提示を受け

たが、その会
社と契約しな

かった。

6. 提示するよう

指導したが、提
示してもらえな

かった。

1. 提示を受

け、内訳明示さ
れた法定福利
費を含む見積

額全額を支払う
契約とした。

発注者別集計
1. 国土交通省
2. 国土交通省以外の国
3. 都道府県
4. 政令市
5. 市町村（政令市を除く）
6. 独法、特殊法人等
7. 民間企業

発注者別合計

地域別集計

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

地域別合計

4%
0%
1%
2%

3%
4%
9%
0%

15%
6%
6%
4%
7%

0%
0%
4%
0%
0%

20%
16%
27%
26%

8%
5%
7%
8%
6%

10%
11%
3%
7%

36%
23%
31%
13%
28%

53%
68%
49%
79%
50%
61%
67%
64%
58%

4%
15%
7%

4%
10%
8%
0%
4%

11%
7%
7%

1%
0%
0%
0%
2%
4%
7%
2%

7%
3%
7%
4%

10%
54%
36%
58%

23%
27%
23%
40%
27%
27%
35%
26%

65%
60%
62%
56%
57%

1. 提示を受

け、内訳明示さ
れた法定福利
費を含む見積

額全額を支払う
契約とした。

2. 提示を受

け、見積総額
は減額したが、
内訳明示され
た法定福利費
は全額支払う
契約とした。

3. 提示を受

け、内訳明示さ
れた法定福利
費の一部を減

額して支払う契
約とした。

4. 提示を受け

たが、内訳明
示された法定
福利費は支払
わない契約とし

た。

5. 提示を受け

たが、その会
社と契約しな

かった。



32 
 

4. 見積額の一部を減額した、又は、契約締結しなかった理由は何ですか。（複数回答可）

 

＜ポイント＞ 

・ 内訳明示された見積書の見積額の一部を減額した、又は、契約締結しなかった理由は、

他社と比較して高額だったためが６３％、過去の見積総額よりも高額だったためが２

７％となっている。 

 

 

＜有効回答者数（211 件）に対するそれぞれの回答割合＞ 

 
 
 

「７．その他」の主な回答 

・金額折衝中であり未契約だが、法定福利費は全額支払う予定。 

・見積総額より減額した金額で、下請け業者と合意に至った為。 

・直接工事費の部分で減額を行った。 

・法定福利費は元々労務単価に含んでおり、契約においても支払っている。減額は他項目

による。 

・猶予期間と考えたため。 

  

12%

4%

14%

27%

63%

17%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 作業員の中に社会保険に未加入の者がい

るため。

2. 発注者から法定福利費を受け取っていな

いため。

3. 当該工事における自社の利益を維持する

ため。

4. 過去の見積総額よりも高額だったため。

5. 他社と比較して高額だったため。

6. 見積書における各費目（法定福利費を含

む）の積算根拠が不明確だったため。

7. その他
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5. その他自由記述欄 

1．取組みについての期待 

・ 下請企業の社会保険等法定福利費を適正に負担させる為、見積書に反映される取り組み

がされたことは、弱者保護の為にも良いことだと思う。この取り組みが、将来の建設技

能労働者の確保に繋がり、年齢バランスの取れた業界に戻ることを期待している。 

・ 社会保険加入等を含め建設業全体の福利厚生を含めた底上げにより、次世代の建設業を

担う若者たちが安心して仕事ができるような世の中になってほしい。 

 

2．取組みについての不安・疑問 

・ 下請け業者は、標準見積もりで出すと仕事が受注できないと言っている。 

・ 下請け業者が実態に追いついていない。次回の建設業許可更新時まで猶予されているも

のとの認識が強く、即社会保険に加入しようとする意識がうすい。 

・ 標準見積書活用を推進しているようであるが、法定福利費を含んだ下請契約を締結する

ことが当然であり、いままでその部分を利益維持の為減額したことがない。その部分を

改めて数字で抜きだして、行政が確認したことで、保険の未加入業者を減らせるのか疑

問。 

・ 企業は、会社経費を算出して、自社価格を定め、売値を決め、お客様に提示するもので

あり、法定福利費を売値として表示し、買い手に示すのはおかしいのではないか。 

・ 小さな会社の下請けが多く、社会保険未加入業者が多い。小さな企業は潰れるしかない

という方針を非常に感じる。 

 

3．改善提案・要望 

・ 発注者側も十分理解しておらず、対応方法の必要性が良く理解できていない。社会保険

に加入している業者にとっては理解しづらいので、発注者や業者にもっと説明の機会が

必要だと思われる。 

・ まだ地方の業界内における業者間では、認識が薄い。発注者側様の特記仕様等や、入札

条件に付加されないと零細企業では保険の加入がなかなか進まないのが現況だと思う。 

 

4．その他 

・ 標準見積書をいつから使用すればいいかが不明、またＫ建設業協会として法定福利費の

掛け率が統一されていないので不明な点がある。 

・ 当社契約基準に合う業者からの見積徴収なので、その中で安いとこ取りで決めている。 



平成26年2月から適用する公共工事設計労務単価について
Ⅰ ．単価設定のポイント

(１) 最近の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切 迅速に反映(１) 最近の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （例年の４月改訂を前倒し）

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続）

全 国（16,190円）平成25年４月比；＋７．１％（平成24年度比； ＋２３．２％）

被災三県（17 671円）平成25年４月比；＋８ ４％ （平成24年度比；＋３１ ２％）
全職種平均

被災三県（17,671円）平成25年４月比；＋８．４％ （平成24年度比；＋３１．２％）

Ⅱ ．技能労働者の処遇改善・若年入職者増加に向けた関係者への要請（平成２６年１月３０日）

※１ 入札不調の増加に応じて単価を引き上げるよう措置（継続）（当面被災三県のみ）
※２ 一定の既契約工事についても、新労務単価を踏まえてインフレスライド条項を適用

．技能労働者 処遇改善 若年入職者増 向けた関係者 要請（平成 年 月 ）

建設業団体あて 地方公共団体等（公共発注者）あて
（１）公共工事設計労務単価の改定値の早期適用
（２）ダンピング受注の排除・歩切りの根絶

（１）技能労働者への適切な水準の賃金支払
・適切な価格での下請契約の締結
労働者 適 な水準 賃金支払を 請 ら 請 要請 （３）適切な水準の賃金や法定福利費の支払、社会保

険等への加入徹底に関する元請業者指導

民間発注者あて

・労働者への適切な水準の賃金支払を元請から下請に要請
・ 雇用する技能労働者の賃金水準を引上げ

（２）社会保険等への加入徹底
・ 元請は、法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負担
分）を適切に含んだ額による下請契約を締結 （１）労務費・資材費の上昇傾向を踏まえた工事発注

や契約変更
（２）法定福利費相当額の適切な支払い

・ 法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負

分）を適切に含んだ額による下請契約を締結
・ 下請は、技能労働者に法定福利費相当額を適切に含んだ賃
金を支払い、労働者を社会保険に加入させる

（３）若年入職者の積極的な確保
（４）ダンピング受注の排除

法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負
担分）を適切に含んだ額による工事発注

（３）消費税の適切な支払い

（４）ダンピング受注の排除
（５）消費税の適切な支払い

Ⅲ ．今後の取組み

(１) 技能労働者の賃金水準の実態を注視
(２) 国交省直轄工事の元請・一次下請については、社会保険加入企業に限る方向で検討（平成２６年度中に開始）

地方公共団体等、他の公共工事発注者にも、同様の検討を要請
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平成26年2月から適用する公共工事設計労務単価について

全国全職種平均（参考値）
被災三県 １７ ６７１円 （単純平均値のH25 4単価比＋８ ４％）

国 職種平均（参考値）

１６，１９０円

被災三県

被災三県以外の都道府県

全国全職種平均

：１７，６７１円 （単純平均値のH25.4単価比＋８．４％）

：１６，０６２円 （単純平均値のH25.4単価比＋７．０％）

：１６，１９０円 （単純平均値のH25.4単価比＋７．１％）
（単純平均値 単価比 ）

H24単価比： ＋３１．２％

（円/1日8時間当たり）

全国全職種平均 ， 円 （単純平均値の 単価比 ）
（単純平均値のH25.4単価比；＋７．１％）

H24単価比： ＋２３．２％

22,000

公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

19,121 19,116
18,584

20,000

単価算出 法 大幅変

16,263
15,871

15,394 15,175

16,190

16,000

18,000 単価算出手法の大幅変更

・法定福利費相当額の加算
・入札不調状況に応じた補正

等を実施
概ねH12並みの水準

14,754
14,166

13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072
14,000

10,000

12,000

注1）加重平均値は、平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した
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公共工事設計労務単価の推移（主要職種）

（円）

25,045  25,000 

24,266 

26,000 

普通作業員

（円）

23,330 
23,570 

22,243 
22,000 

24,000  鉄筋工

型わく工

,

19,551  19 317

20,136 
19,755 

19,091 

18 181 18 194

19,634 20,000 

H25単価比
+7.9％

単価算出手法の大幅変更

・法定福利費相当額の加算
・入札不調状況に応じた補正

等を実施

18,045  18,198 
17,674 

19,032 
18,555 

17,604 

16,866 
16 451

17,917 

19,317 18,181 

17,402 
16,966  16,777  16,564 

16,151  16,034 
15,662  15,470 

15,717 

18,194 

16,000

18,000 

H25単価比
+7.8％

15,523 
15,070 

14,609 
14,089 

14,619 

15,570 

16,451 
16,189  16,015  15,832  15,768 

15,511 
15,226 

15,504 

,

14,000 

16,000 

H25単価比
+6.5％

13,521 
13,228  13,098  12,966  12,819  12,800  12,636  12,560  12,504 12,000 

10,000 
H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26.2

出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」
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公共工事設計労務単価の概要

公共工事設計労務単価について

○ 性格：公共工事の予定価格の積算用単価

※ 個々の契約（下請契約における労務単価や雇用契約における労働者への支払い賃金）を拘束するものではない
※ 建設労働者等の賃金相当額であって、労働者に支払われない諸経費分は含まれていない※ 建設労働者等の賃金相当額であって、労働者に支払われな 諸経費分は含まれて な

（諸経費分は、別途、共通仮設費及び現場管理費の項目で積算される）

○ 法令：予算決算及び会計令第８０条第２項

「予定価格は 契約の目的となる物件又は役務について 取引の実例価格 需給の状況 履行の難易

○ 設定：毎年10月、国、都道府県、政令市等発注の公共工事に従事する建設労働者（約16万人）の賃金支払い実態
を調査し、年１回、年度当初に設定。

「予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、
数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 」

○ 利用者：国、地方公共団体、独法等が予定価格の積算に利用。

直接工事費 【歩掛×単価】

労務単価
歩掛 数量

予定価格の積算体系

工事価格

工事原価

間接工事費

共通仮設費

資材単価
機械経費

歩掛（数量） ×

請負工事費

消費税相当額
一般管理費等

間接工事費

現場管理費
労働者の雇用に伴う
会社負担の諸経費が
含まれる

-4-



- 1 - 

 

国 土 入 企 第 ２ ８ 号 

平成２６年１月３０日 

 

建設業団体の長 殿 

 

 

国土交通省土地・建設産業局長   

 

 

技能労働者への適切な賃金水準の確保について 

 

 本日、平成 26 年２月から適用する公共工事設計労務単価（以下「新労務単価」と

いう。）が決定・公表され、本年度当初の労務単価と比べ、全国平均で 7.1％、被災

三県の平均では 8.4％の上昇となったところです。これにより、平成 24 年度の労務

単価と新労務単価を比べると、全国平均で 23.2％、被災三県の平均では 31.2％の上

昇となります。 

 国土交通省としては、技能労働者の確保・育成には適切な水準の賃金の支払いが極

めて重要であることに鑑み、平成 25 年度の労務単価を引き上げと同時に「技能労働

者への適切な賃金水準の確保について」（平成 25 年３月 29 日付国土入企第 36 号）

を発出するとともに、平成 25 年４月 18 日には、国土交通大臣が直接建設業団体四団

体に対し、技能労働者に係る適切な賃金水準の確保、社会保険加入の徹底等を要請し

たところです。これに対して、多くの団体においても、技能労働者の適切な水準の賃

金の支払い、社会保険への加入の徹底等について決議が行われる等、現場の技能労働

者の処遇が改善されるよう、業界を挙げて取り組んでこられていると承知しておりま

す。しかしながら、下請取引等実態調査（平成 25 年７月実施）によると、技能労働

者の賃金を引き上げた企業は７月時点では 36.6％にとどまるなど、技能労働者の処

遇改善に向けた取組はまだ緒についたばかりであるのが現状です。 

 このため、本日付の新労務単価の上昇が確実に技能労働者の賃金引き上げにつなが

り、処遇改善等を通じて若年層の建設業への入職が促進されるよう、貴団体傘下の建

設企業に対して、「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」で要請した事項

に引き続き取り組むことに加え、下記の措置を講じるなど適切に対応するよう周知徹

底をお願い致します。 

 また、別添１のように、各都道府県及び各政令指定都市あてに通知しておりますの

で、併せてお知らせいたします。 
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記 

 

１．技能労働者への適切な水準の賃金の支払い 

 公共工事設計労務単価の上昇は、直接的には発注者が積算する予定価格の上昇につ

ながるが、これを技能労働者の処遇改善につなげるためには、建設業界全体が一定の

共通認識を持った上で、取り組みを進める必要がある。 

 このため、元請企業においては適切な価格での下請契約の締結を徹底するととも

に、下請企業に対し、技能労働者への適切な水準の賃金の支払を要請する等の特段の

配慮をすること。専門工事業者においては、雇用する技能労働者の賃金水準の引き上

げを図ること。 

 なお、国土交通省においては、公共工事設計労務単価の上昇が技能労働者の賃金水

準の上昇に結びついているか、別途実態を把握し、その状況を今後の公共工事設計労

務単価の改訂に反映することとしているので留意されたい。 

 

２．インフレスライド条項の適用等について 

国土交通省の直轄工事では、本日付の新労務単価の上昇を受け、別添２のとおり、 

①一定の既契約工事について、賃金等の急激な変動に対処するためのいわゆるイン

フレスライド条項（公共工事標準請負約款第 25 条第６項）を運用する 

②平成 26 年２月１日以降に契約を締結する工事のうち、本年度当初の労務単価を

適用して予定価格を積算しているものについて、新労務単価に基づく請負代金額に

変更する 

こと等とし、地方公共団体に対しては、別添１の２．のとおり適切な運用を要請した

ところである。そのため、これらの取扱いにより請負代金額が変更された場合は、１．

の趣旨にのっとり、元請企業と下請企業の間で既に締結している請負契約の金額の見

直しや、技能労働者への賃金水準の引き上げ等について適切に対応すること。 

 

３．法定福利費の適切な支払と社会保険等への加入徹底に関する指導について 

 新労務単価においても、本年度当初の労務単価と同様に、技能労働者の加入に必要

な社会保険料（本人負担分の法定福利費）相当額が勘案されているほか、既に平成

24 年４月に行われた現場管理費率式の見直しにより、事業主が負担すべき法定福利

費についても、適切に予定価格に反映されるよう措置されている。 

このため、元請企業においては、下請企業に対し、社会保険料（事業主負担分及び

労働者負担分）相当額を適切に含んだ額により下請契約を締結すること。また、専門

工事業者においては、標準見積書及び作成手順書の活用等により見積書における法定

福利費の内訳明示を推進するとともに、技能労働者に対し、法定福利費相当額を適切
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に含んだ額の賃金を支払い、その使用する労働者を法令が求める社会保険等に加入さ

せること。 

なお、本年度より公共工事設計労務単価については、技能労働者の加入に必要な社

会保険料（本人負担分の法定福利費）相当額が勘案されていること等を踏まえ、国土

交通省では、国土交通省発注工事の元請企業及び一次下請企業については、平成 26

年度中より、社会保険加入業者に限定する方向で検討しているところであり、他の公

共工事発注機関にも同様の検討を要請したので、ご留意願いたいこと。 

 

４．新労務単価フォローアップ相談ダイヤルの活用 

国土交通省では、技能労働者の適切な賃金水準確保を円滑化するため、元請企

業、下請企業、技能労働者等のための相談窓口として「新労務単価フォローアッ

プ相談ダイヤル」を開設しているので、改めて現場の技能労働者を含む関係者に

周知すること。 

 

５．若年入職者の積極的な確保 

 若年労働者の処遇改善により若年入職者を確保した企業が円滑な技能承継を通じ

て伸びていくことができるという健全な循環を形成することができるよう、新労務単

価の上昇を若年労働者の賃金引き上げと社会保険等への加入につなげることによっ

て、これまで困難であった若年入職者の確保を積極的に推進すること。 

 

６．ダンピング受注の排除 

 近年のダンピング受注による下請企業へのしわ寄せが、技能労働者の賃金水準の低

下や社会保険等への未加入といった処遇悪化を招き、これが若年労働者の確保に大き

な支障となっている事態を改善するためには、発注者から元請企業、下請企業を通じ

て技能労働者に至るまで持続可能性を確保できる資金が適切に支払われることが重

要である。 

 このため、工事の品質確保に必要な費用を適切に見込んだ価格による契約締結を徹

底し、ダンピング受注を排除するとともに、建設業法第 19 条の３に規定されている

とおり、自己の取引上の地位を不当に利用して、工事の施工に通常必要と認められる

原価に満たない金額での契約を締結してはならないことについて、改めて徹底するこ

と。 

 

７．消費税の適切な支払い 

平成 26 年４月１日からの消費税率の引き上げに際し、消費税の円滑かつ適正な転嫁

の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（平成 25 年
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法律第 41 号）及び建設業法を遵守し、適正な建設工事の請負契約の締結及び代金の支

払いを行うこと。 



＜建設業団体送付先一覧＞

全国管工事業協同組合連合会会長

一般社団法人日本空調衛生工事業協会会長

一般社団法人日本建設機械施工協会会長

一般社団法人日本塗装工業会会長

一般社団法人全国建設業協会会長

一般社団法人日本左官業組合連合会会長

一般社団法人日本サッシ協会理事長

一般社団法人日本電設工業協会会長

建設工業経営研究会会長

一般社団法人海外建設協会会長

一般社団法人日本道路建設業協会会長

一般社団法人日本埋立浚渫協会会長

一般社団法人鉄骨建設業協会会長

日本建設組合連合会長

一般社団法人全国中小建設業協会会長

一般社団法人建設産業専門団体連合会会長

建設業労働災害防止協会会長

一般社団法人情報通信エンジニアリング協会会長

一般社団法人日本橋梁建設協会会長

公益社団法人全国鉄筋工事業協会会長

社団法人プレハブ建築協会会長

社団法人全国さく井協会会長

一般社団法人日本鳶工業連合会会長

日本室内装飾事業協同組合連合会理事長

一般社団法人日本タイル煉瓦工事工業会会長

全日本板金工業組合連合会会長

一般社団法人日本エレベ－タ協会会長

一般社団法人情報通信設備協会会長

一般社団法人全国建設産業協会会長

一般社団法人全国クレ－ン建設業協会会長

一般社団法人日本造園建設業協会会長

一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会会長

一般社団法人日本機械土工協会会長

一般社団法人全国中小建築工事業団体連合会会長

一般社団法人日本シヤッタ－・ドア協会会長

社団法人全国建設室内工事業協会会長

一般社団法人日本橋梁・鋼構造物塗装技術協会会長

一般社団法人ｶ-ﾃﾝｳｫ-ﾙ・防火開口部協会会長

一般社団法人ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会会長

全国建具組合連合会会長

一般社団法人日本保温保冷工業協会会長

全国基礎工業協同組合連合会会長

全国建設業協同組合連合会会長

社団法人日本ウエルポイント協会会長

一般社団法人日本グラウト協会会長

一般社団法人日本建設躯体工事業団体連合会会長

一般社団法人日本海上起重技術協会会長

一般社団法人日本造園組合連合会理事長

せんい強化セメント板協会会長

一般社団法人日本建設業経営協会会長

全国浚渫業協会会長



一般社団法人土地改良建設協会会長

一般社団法人全国防水工事業協会会長

一般社団法人日本基礎建設協会会長

一般社団法人全日本瓦工事業連盟理事長

社団法人日本建設大工工事業協会会長

一般全国ダクト工業団体連合会会長

日本外壁仕上業協同組合連合会会長

一般社団法人日本建築大工技能士会会長

一般社団法人四国電気・管工事業協会会長

一般社団法人全国ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧送事業団体連合会会長

一般社団法人全国タイル業協会会長

一般社団法人日本厨房工業会会長

重仮設業協会会長

一般社団法人日本計装工業会会長

全日本電気工事業工業組合連合会会長

全国圧気工業協会会長

公益社団法人日本エクステリア建設業協会会長

一般社団法人全国道路標識・標示業協会会長

一般社団法人日本金属屋根協会会長

社団法人斜面防災対策技術協会会長

一般社団法人全国建設産業団体連合会会長

一般社団法人日本下水道施設業協会会長

一般社団法人日本内燃力発電設備協会会長

一般社団法人日本建築板金協会会長

消防施設工事協会会長

一般社団法人日本運動施設建設業協会会長

全国圧接業協同組合連合会会長

一般中小建設業住宅センタ－会長

全国マスチック事業協同組合連合会会長

全国ポンプ・圧送船協会会長

全国板硝子工事協同組合連合会会長

一般社団法人全日本屋外広告業団体連合会会長

一般社団法人日本家具産業振興会会長

公益社団法人全国解体工事業団体連合会会長

公益社団法人日本推進技術協会会長

日本建設インテリア事業協同組合連合会会長

日本ウレタン断熱協会会長

一般社団法人日本配管工事業団体連合会会長

一般社団法人ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ協会会長

一般社団法人日本トンネル専門工事業協会会長

一般社団法人日本アンカー協会会長

一般社団法人日本ツーバイフォー建築協会会長

一般社団法人日本木造住宅産業協会会長

一般社団法人日本潜水協会会長

一般社団法人全国特定法面保護協会会長

一般社団法人日本在来工法住宅協会理事長

ダイヤモンド工事業協同組合理事長

一般社団法人日本建設業連合会会長

一般社団法人フローリング協会会長

一般社団法人全日本漁港建設協会会長
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国 土 入 企 第 ２ ９ 号 

平成２６年１月３０日 

 

各都道府県知事 殿 

（市町村担当課、契約担当課扱い） 

各都道府県知事、各政令指定都市市長 殿 

（契約担当課扱い） 

 

 

国土交通省土地・建設産業局長 

 

 

技能労働者への適切な賃金水準の確保について 

 

 本日、平成 26 年２月から適用する公共工事設計労務単価（以下「新労務単価」

という。）が決定・公表され、本年度当初の労務単価と比べ、全国平均で 7.1％、

被災三県の平均では 8.4％の上昇となったところです。これにより、平成 24 年度の

労務単価と新労務単価を比べると、全国平均で 23.2％、被災三県の平均では 31.2％

の上昇となります。 

 国土交通省としては、技能労働者の確保・育成には適切な水準の賃金の支払いが

極めて重要であることに鑑み、平成 25 年度の労務単価を引き上げと同時に建設業

団体の長あてに「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（平成 25 年３

月 29 日付国土入企第 36 号）を発出するとともに、平成 25 年４月 18 日には、国土

交通大臣が直接建設業団体四団体に対し、技能労働者に係る適切な賃金水準の確

保、社会保険加入の徹底等を要請したところです。これに対して、多くの団体にお

いても、技能労働者の適切な水準の賃金の支払い、社会保険への加入の徹底等につ

いて決議が行われる等、現場の技能労働者の処遇が改善されるよう、業界を挙げて

取り組んでこられているところです。しかしながら、下請取引等実態調査（平成 25

年７月実施）によると、技能労働者の賃金を引き上げた企業は７月時点では 36.6％

に留まるなど、技能労働者の処遇改善に向けた取組はまだ緒についたばかりである

のが現状です。 

このため、本日付の新労務単価の上昇が確実に技能労働者の賃金引き上げにつな

がり、処遇改善等を通じて若年層の建設業への入職が促進されるよう、「技能労働

者への適切な賃金水準の確保について」（平成 25 年３月 29 日付国土入企第 37 号）

で貴職あてに要請した事項に引き続き取り組むことに加え、下記の措置を講じるこ
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とにより、適切な価格での契約及び技能労働者等への適切な水準の賃金の支払等を

促進して頂くようお願いいたします。 

なお、別添１のように、各建設業団体の長あてに通知しておりますので、併せて

お知らせします。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村に対しても、本要請の周知徹

底をよろしくお取り計らいください。 

 

記 

 

１．新労務単価の早期適用 

 公共工事の予定価格は、できる限り市場の実勢を適切に反映して作成されなければ

ないことから、その積算に当たっては、新労務単価を速やかに適用されるよう、よろ

しくお願いいたします。 

 

２．インフレスライド条項の適用等について 

 国土交通省の直轄工事では、本日付の新労務単価の上昇を受け、別添２のとおり、 

①一定の既契約工事について、賃金等の急激な変動に対処するためのいわゆるイ

ンフレスライド条項（公共工事標準請負約款第 25 条第６項）を運用する 

②平成 26 年２月１日以降に契約を締結する工事のうち、本年度当初の労務単価を

適用して予定価格を積算しているものについて、新労務単価に基づく請負代金額

に変更する 

こと等としたので、これを参考として、適切な運用に努めて頂くようお願いいたしま

す。 

 

３．法定福利費の適切な支払と社会保険等への加入徹底に関する指導等 

 新労務単価においても、本年度当初の労務単価と同様に、技能労働者の加入に必要

な社会保険料（本人負担分の法定福利費）相当額が勘案されているほか、既に平成

24 年４月に行われた現場管理費率式の見直しにより、事業主が負担すべき法定福利

費についても、適切に予定価格に反映されるよう要請しているところです。 

 つきましては、受注者と専門工事業者との間で、社会保険料（事業主負担分及び労

働者負担分）相当額を適切に含んだ額による下請契約が締結されるよう、発注者とし

て、受注者に社会保険料相当額の適切な支払の指導や支払状況の確認をするととも

に、新労務単価の上昇を踏まえた適切な水準の賃金の支払を指導するなどの特段のご

配慮をお願いいたします。 

なお、本年度より公共工事設計労務単価については、技能労働者の加入に必要な
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社会保険料（本人負担分の法定福利費）相当額が勘案されていること等を踏まえ、

国土交通省では、国土交通省発注工事の元請企業及び一次下請企業については、平

成 26 年度中より、社会保険加入業者に限定する方向で検討しているところです。

つきましては、各発注者におかれましても、同様の検討を開始していただくようお

願いいたします。国土交通省の具体的な検討内容が固まりましたら別途お知らせし

ますので、よろしくお願いいたします。 

 

４．適正な価格による契約の推進 

 近年のダンピング受注による下請企業へのしわ寄せが、技能労働者の賃金水準の低

下や社会保険等への未加入といった処遇悪化を招き、これが若年労働者の確保に大き

な支障となっている事態を改善するためには、発注者から元請企業、下請企業を通じ

て技能労働者に至るまで持続可能性を確保できる資金が適切に支払われることが重

要です。 

つきましては、工事の品質確保に必要な費用を適切に見込んだ価格による契約締結

を徹底し、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の適切な活用を徹底することに

よりダンピング受注の排除に努めていただくようお願いいたします。また、建設業法

第 19 条の３に規定されているとおり、公共発注者であっても、自己の取引上の地位

を不当に利用して、工事の施工に通常必要と認められる原価に満たない金額での契約

を締結してはならないことについて、改めてご理解をお願いいたします。 

また、適正な積算に基づく設計書金額に相当程度の一定率を乗じるなどにより当該

金額の一部を控除するいわゆる歩切りについては、「予定価格の適正な設定について」

（平成 26 年１月 24 日付総行行第 13 号・国土入企第 27 号）で要請したとおり、厳に

慎んで頂くようお願いいたします。 
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国 土 入 企 第 ３ ０ 号 

平成２６年１月３０日 

 

主な民間発注者団体の長 殿 

 

 

国土交通省土地・建設産業局長 

 

 

適正な価格による工事発注について 

 

 本日、平成 26 年２月から適用する公共工事設計労務単価（以下「新労務単価」と

いう。）を決定・公表しました。これは、公共事業の積算に用いる労務費の単価であ

り、約 16 万人の技能労働者の賃金実態調査に基づいて、原則毎年度、各都道府県ご

と・51 種ごとに決定しているもので、新労務単価は、本年度当初の労務単価と比べ、

全国平均で 7.1％、被災三県の平均では 8.4％の上昇となったところです。これによ

り、平成 24 年度の労務単価と新労務単価を比べると、全国平均で 23.2％、被災三県

の平均では 31.2％の上昇となります。 

近年の技能労働者に係る就労環境の変化は大きく、建設投資の大幅な減少に伴っ

て、著しい低価格による受注が増加し、そのしわ寄せが労働者の賃金低下をもたらし

て、若年入職者は大きく減少しています。技能労働者の育成には一定の期間を要する

ものであり、このままでは、施工に必要な技能労働者の不足が一層激しくなり、近い

将来、建設工事の円滑な施工に支障を生じるとともに、工事の品質にも影響が及ぶお

それがあります。 

若年層が建設業者への入職を避ける一番の理由は、全産業の平均を大きく下回る給

与の水準の低さであり、また、社会保険等に未加入の企業が多いことも大きな原因の

一つです。 

現在、建設工事の増加等に伴って労務費が上昇しておりますが、上記の通り、低価

格受注のしわ寄せで著しく下落した技能労働者の賃金が回復しつつあること等によ

るものであり、適正な水準の賃金が発注価額に適切に織り込まれることが必要です。 

つきましては、技能労働者の適切な賃金水準の確保に不可欠となる、適正価格によ

る工事発注に向け、下記のとおり、傘下の会員企業各位に取り組んでいただきたく、

周知徹底方よろしくお願いいたします。 
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記 

   

１．新労務単価の背景事情を踏まえた適正価格による工事発注 

 新労務単価は、本年度当初の労務単価と同様に、著しい低価格による契約のしわ寄

せが技能労働者の就労条件に及び、技能労働者の減少と労務費の上昇につながってい

ること、円滑な施工への支障や工事品質への悪影響が生じかねないこと、及びこれら

の問題への対応は待ったなしであること、を考慮して設定したものです。 

このことへの十分なご理解をいただき、建設工事を発注するときは、必要な経費を

適切に見込んだ適正な価格で請負契約を締結するようにお願いいたします。また、昨

今、人件費や資材費の実勢価格が上昇傾向にあることから、これらの価格の上昇が下

請企業へのしわ寄せや技能労働者の処遇悪化を招かないよう、受注者から、物価、賃

金等の変動を理由とする請負代金額の変更申請があったときは、柔軟に対応していた

だくようお願いいたします。 

 なお、建設業法第 19 条の３に規定されているとおり、建設工事の発注者は、自己の

取引上の地位を不当に利用して、工事の施工に通常必要と認められる原価に満たない

金額で契約を締結してはならないことに、改めてご留意ください。 

 

２．法定福利費の適切な支払と社会保険等への加入徹底 

 社会保険等への加入は、労働者を雇用する事業者及び労働者にとって法令上の義務

です。新労務単価においても、本年度当初の労務単価と同様に、技能労働者の加入に

必要な社会保険料（本人負担分の法定福利費）相当額が勘案されているほか、事業主

が負担すべき法定福利費についても、既に平成 24 年４月に行われた現場管理費率式の

見直しにより、適切に予定価格に反映されるよう措置されています。 

 このため、建設工事を発注するときは、社会保険料（事業主負担分及び労働者負担

分）相当額を適切に含んだ額で請負契約を締結するようにしてください。 

 なお、法定福利費相当額を含まない金額で建設工事の請負契約を締結した場合には、

工事の発注者は、保険加入義務を定めた法令への違反を助長するおそれがあると同時

に、建設業法第 19 条の３の違反当事者となるおそれがありますので、十分ご留意くだ

さい。 

 

３．消費税の適切な支払い 

平成 26 年４月１日からの消費税率の引き上げに際し、消費税の円滑かつ適正な転嫁

の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（平成 25 年

法律第 41 号）及び建設業法を遵守し、適正な建設工事の請負契約の締結及び代金の支

払いを行っていただくようお願い致します。 



＜主な民間団体送付先＞

一般社団法人日本経済団体連合会理事長

日本商工会議所会頭

公益社団法人日本建築士会連合会理事長

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会理事長

公益社団法人日本建築積算協会理事長

公益社団法人日本建築家協会理事長

一般社団法人建築設備技術者協会理事長

一般社団法人日本自動車工業会理事長

一般社団法人日本電機工業会理事長

石油化学工業協会理事長

石油連盟理事長

電気事業連合会理事長

一般社団法人日本ガス協会会長

日本百貨店協会理事長

日本チェーンストア協会理事長

一般社団法人日本民営鉄道協会理事長

一般社団法人不動産協会理事長

一般社団法人日本ビルヂング協会連合会理事長

公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会理事長

公益社団法人全日本不動産協会理事長

一般社団法人全国住宅産業協会理事長

一般社団法人マンション管理業協会理事長

一般社団法人不動産流通経営協会理事長

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会理事長

一般社団法人不動産証券化協会理事長

社団法人大阪土地協会理事長

一般社団法人中部不動産協会理事長

一般社団法人住宅生産団体連合会会長

社団法人生命保険協会会長

一般社団法人日本損害保険協会理事長

一般財団法人建設業振興基金理事長

全国建設労働組合総連合中央執行委員長

日本建設産業職員労働組合協議会議長

建設連合中央執行委員長

全国社会保険労務士会連合会会長

日本行政書士会連合会会長



新労務単価フォローアップ相談ダイヤルの受付状況（１月分）

受付件数 北海道
ﾌﾞﾛｯｸ

東北
ﾌﾞﾛｯｸ

関東
ﾌﾞﾛｯｸ

北陸
ﾌﾞﾛｯｸ

中部
ﾌﾞﾛｯｸ

近畿
ﾌﾞﾛｯｸ

中国
ﾌﾞﾛｯｸ

四国
ﾌﾞﾛｯｸ

九州
ﾌﾞﾛｯｸ

沖縄
ﾌﾞﾛｯｸ

○ 平成２６年１月の受付件数は、

１１件。

（当月までの累計は、１２９件。）

相談者 属性

ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ ﾌ ﾛｯｸ

1(6) 0(3) 5(59) 0(3) 2(18) 2(16) 0(3) 1(3) 0(17) 0(1) 
※(  )は、当月までの累計

１月 当月までの累計
0 相談者 発注者 相談者 発注者

○ 相談者は、下請建設業者が７件と

最も多かった。

（当月までの累計は 元請建設業者が

相談者の属性
0

(0.0%) 1
(9.1%)

7

1
(9.1%)

2
(18.2%)

相談者 発注者

元請建設業者

下請建設業者

10
(7.8%)

46
(35.7%)41

5
(3.9%)

27
(20.9%)

相談者 発注者

元請建設業者

下請建設業者

＜主な相談内容＞

１月の相談内容

（当月までの累計は、元請建設業者が

４６件と最も多かった。）

発注者に

(63.6%) 労働者

その他

( )
(31.8%) 労働者

その他

＜主な相談内容＞

（元請に対する相談）
・今後は社会保険料を支払いたいと思い、元請に法定福利費を含む現場管理費の増額を要求したところ、拒否された。元請とは
長い付き合いがあり、従来からの単価で常雇精算（人数×単価）をしているので見積書を提出していない。【下請】

・平成24年国交省発注工事において、労務単価の上昇分の増額を元請に相談したが無理と言われた。新労務単価の対象外で

発注者に
対する相談

1(30)

元請に
対する相談

3(16)

下請に
あることは承知しているが、先日、太田大臣の「既に契約済の工事にも適用する。」との発言が新聞に掲載されていたので、
どのようになるかお聞きしたい。【下請】

（行政に対する意見）
・主に二次、三次下請をしている。労務単価が上がっても、工事の単価自体は下がっている。ここ数ヵ月は、いくら営業をしても
仕事が取れない。そればかりか、営業先からは「人工で18 000円の仕事ならある。」という回答で今やそういう仕事ばかりである。

下請に
対する相談

1( 3)

行政に
対する意見

2(20)

新労務単価仕事が取れない。そればかりか、営業先からは 人工で18,000円の仕事ならある。」という回答で今やそういう仕事ばかりである。
上がった労務単価分は、元請や一次下請が取っていて、二次下請以下は逆に以前より労務単価が下がっている。【下請】

・機械器具設置工事を施工することが多いが、現場の労働者の賃金は上がるどころかむしろ下がっているとの実感を持っている。
平成25年夏頃には、人工22,000円～25,000円だったのが最近では18,000円になっている。労務単価が上がっても、元々の工事
代金が低いこと、元請がため込んでいること、一次下請が社会保険加入の費用にしてしまうことなどから二次下請以下へ行き
渡っていないと思っている 【下請】

新労務単価
等に関する

照会
4(54)

適正取引
について
の相談

0( 2)
渡っていないと思っている。【下請】

（新労務単価等に関する照会）
・2月から公共工事設計労務単価が引き上げられると報道されているが、既に施工している工事については見直しが適用される
のか。【不明】

※( )は、当月までの累計

※【 】は、相談者の属性

の相談

その他 0( 4)

sangyo-c11_user
テキストボックス
　　資料－３




（土日・祝祭日・閉庁日を除く）

マル    マル      ヨ       ク      ナ        ロウ
TEL.    0570-004976
受付時間 10：00－12：00　　13：30－17：00

新労務単価フォローアップ相談ダイヤル

国　土　交　通　省
建設業法令遵守推進本部

 　国土交通省では、技能労働者が不足している状況を反映するとともに社会保
険への加入の徹底の観点から、平成２５年３月末に平成２５年度公共工事設計労
務単価を設定し、全国平均で約１５.1％の上昇となったところです。
　これを受けて、現場の技能労働者に適切な水準の賃金が行き渡るよう、行政や
業界を挙げて取り組むこととなりました。
　この度、国土交通省では、これらの取り組み状況などの実態を把握するととも
に、技能労働者の適切な賃金水準確保を円滑化するため、相談窓口を開設し、元
請事業者、下請事業者、技能労働者等様々な立場の皆さんの現場の生の声や情
報を聞かせていただくことといたしました。

～ 適正な契約による適切な賃金水準確保に向けて ～～ 適正な契約による適切な賃金水準確保に向けて ～～ 適正な契約による適切な賃金水準確保に向けて ～

ナビダイヤルの通話料は発信者の負担となります。



● 行政や業界の取組や現場の実態について、関連する情報をお寄せ下さい。
※お寄せ頂いた情報には、国土交通省が直接対応出来ない場合もありますので、予めご了承願います。

※「新労務単価フォローアップ相談ダイヤル」への通話料は、発信者の負担となります。

「新労務単価フォローアップ相談ダイヤル」への情報は、電子メールでも受け付けています。

E-mail：shinromutanka-fsd@mlit.go.jp

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000217.html

● 発注者と元請負人との請負契約についての情報
● 元請負人と下請負人との取引の際の法令違反、または、法令違反のおそれがある情報
● １次下請負人と２次下請負人など、下請負人間での取引の際の法令違反、または、法令
　違反のおそれがある情報

・元請負人が見積の際に、合理的な根拠もなく、下請負人の示した労務単価を
下回る額を一方的に押し付け、その額で下請契約を締結した。
・元請負人と下請負人間で、労務単価の合意が得られず、このことにより契約
書面の取り交わしが行われていない段階で、元請負人が下請負人に対し下
請工事の施工を強要し、その後に元請負人が労務単価を一方的に決定した。

※元請負人と下請負人間の取引に係る法令違反、または、法令違反のおそれの
ある事例は、ウェブ検索で国土交通省のホームページに掲載されている「建設
業法令遵守ガイドライン」をご覧下さい。

＜公共工事設計労務単価・公共事業労務費調査の方法や内容等の問い合わせ先は、ホームページをご覧下さい。＞

今回の公共工事設計労務単価改訂後の請負契約に係る情報

その他の関連情報

「新労務単価フォローアップ相談ダイヤル」で受け付ける生の声
※「新労務単価フォローアップ相談ダイヤル」では、主に国土交通大臣許可業者が関連する、以下の情報を受け付けさせて頂きます。

　法令違反、または、違反のおそれのある情報については、「建設業法令遵守推進本部」が端緒情報
として取り上げ、当該建設業者への立入検査や報告徴収をするかどうかの判断をします。
　下記に示すような、できる限り詳細な情報提供をお願いします。 
◆情報を提供される方の氏名、住所
　※情報を提供された方に不利益が生じないよう十分注意しますのでできるだけ匿名は避けてください。

◆違反の疑いがある行為者の会社名、代表者名、所在地、建設業許可番号等
◆違反の疑いがある行為の具体的事実について次の事柄
　（ア）だれが、（イ）いつ、（ウ）どこで、（エ）いかなる方法で、（オ）何をしたか　　等
　なお、違反の疑いがある行為を証明するような資料等があれば、通報後に「建設業法令遵守推進本
部」に提出等のご協力を願います。
　また、いただいた情報については、今後の取組の参考とさせていただくほか、個別事案を特定でき
ない方法で公表させていただくこともありますので、予めご了承願います。

◆取引の際の法令違反、または、法令違反のおそれがある情報の例

の
設



国土交通省直轄事業における
社会保険未加入対策について

資料４

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



①行政・元請企業による加入指導、法定福利費確保に向けた取組等の総合的な対策を推進すべき
②平成２９年度を目途に、事業者単位では許可業者の１００％、労働者単位では少なくとも製造業相当の加入を目指すべき

１．これまでの中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会における提言

国土交通省においては、平成２９年度を目途に目標を達成するため、これまでに以下のような総合的対策を推進

①行政・元請企業・下請企業等の関係者が一体となった推進体制（社会保険未加入対策推進協議会）の整備

②建設業法施行規則等関係法令の改正（平成２４年５月公布）
・建設業の許可申請書類、施工体制台帳の記載事項等への記載事項追加、経営事項審査における社会保険未加入業者への減点措置の厳格化

③社会保険加入状況の把握、確認・指導等
・公共工事労務費調査を活用した加入状況の把握・公表
・建設業担当部局における建設業許可・更新、経営事項審査、立入検査時の加入状況の確認・指導、保険担当部局への通報

④建設企業における取組の推進
・「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の策定（これを踏まえ、元請企業が下請企業の保険加入状況を把握、加入指導）

２．総合的対策の推進

基本問題小委員会における提言（社会保険未加入対策関係）

・「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の策定（これを踏まえ、元請企業が下請企業の保険加入状況を把握、加入指導）
・社会保険加入促進のためのポスター・リーフレットの作成・配布等による周知・啓発

⑤法定福利費の確保
・公共工事設計労務単価の改訂等により必要な法定福利費（事業主負担分・本人負担分）の額を公共工事の予定価格に反映
・各専門工事業団体による法定福利費が内訳明示された標準見積書の作成、活用（平成２５年９月から一斉に活用開始）

３．今後取り組むべき対策の方向

①社会保険等への加入状況：企業別８７％、労働者別５８％（平成24年度公共工事労務費調査、３保険への加入率）

②東日本大震災からの復旧・復興等による建設投資の回復

③国民負担による必要な法定福利費額の公共工事の予定価格への反映

これまで講じてきた総合的対策の推進に加え、

○公共工事の施工に関し、社会保険未加入業者に対する厳正かつ適切な指導監督を強化するとともに

○公共工事において元請業者・一次下請業者から社会保険未加入業者を排除

現 状

今後の対策の方向性
今こそ更に取組を加速化する必要性

1



社会保険未加入対策の強化 （案）

○ 平成２６年夏以降、国土交通省直轄工事において、社会保険未加入建設業者に対する指導監督を強化すると
ともに、元請業者及び一定規模以上の工事の一次下請業者から社会保険未加入業者を排除することを検討。

①入札参加時に元請業者の保険加入状況を確認。

（未加入の元請業者は工事から排除）

②未加入の一次下請業者との契約を原則禁止。

③施工体制台帳等で全ての下請業者の

保険加入状況を確認。

元請業者

スキーム

① 入札参加時の加入確認

発注部局

④ ②の違反に対する
代金減額等保険加入状況を確認。

④未加入の一次下請業者と契約したことが

判明した場合の措置を実施。

（元請業者の請負代金減額等）

⑤全ての未加入業者を発注部局から

建設業担当部局に通報。

⑥建設業担当部局において

未加入業者への加入指導等を実施。

（※②～⑥については、一定規模以上の工事に限る。）

一次下請業者

二次下請業者 建設業
担当部局

②未加入業者と契約を
原則禁止

③ 施工体制台帳等
による加入確認

⑤ ③における未加
入業者を通報

⑥ 未加入業者への加入指導等

○ 平成27年度以降は、競争参加資格申請時に社会保険未加入業者を排除することを検討。
2



社会保険未加入対策の強化 （案）

問１ 「一定規模以上の工事」とは、どの程度の工事か。
→現行建設業法上、施工体制台帳作成義務の対象となる工事
（工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額（当該下請契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が、3000万
円（工事が建築一式工事の場合は4500万円）以上になる工事）

問２ どのような場合でも、元請と未加入の一次下請業者との契約が禁止されるのか。
→当該未加入業者と一次下請契約を締結しなければ工事の施工が困難となる等の特別の事情が存在する場合は、下請の
工期内で発注者が指定する期間内に当該未加入業者が社会保険に加入することを条件として、例外的に認められる。

問３ 元請業者にはどのようなペナルティーが課せられるのか。
→・請負代金額の減額（元請と未加入の一次下請業者との契約額の10％）→・請負代金額の減額（元請と未加入の一次下請業者との契約額の10％）
・指名停止
・工事成績評点の減点

（※ただし、問２の「特別の事情」が存在する場合には、当該未加入業者が一定期間内に社会保険に加入しない場合に
限る。）

問４ 二次下請以下の未加入業者はどのように取り扱われるのか。
→建設業担当部局に未加入の事実が通報され、個別に保険加入指導が行われることとなる。

問５ 社会保険の適用除外となる建設業者まで排除されてしまうのか。
→個人事業主・一人親方等の社会保険の適用除外となる業者は、そもそも社会保険の加入義務がないことから、排除されま
せん（※詳細な要件はねんきん事務所等にお問い合わせください。）。

※上記は現時点での案であり、制度の詳細については、引き続き検討を行う。

3



建設産業における消費税の転嫁対策について

資料５

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 土地・建設産業局
建設業課



ポイント①どの時点で課税されるのか？ 契約日ではなく、「引渡し日」時点の税率が適用されます

国内取引に係る消費税の納税義務は、課税資産の譲渡等をした時に成立します。そのため、請負契約の場合は、原則として、

工事に係る消費税のポイント

○社会保障・税一体改革関連法により、消費税率が段階的に引き上げられることとなりました。

＜消費税率引上げのスケジュール＞
・平成２４年８月２２日 社会保障・税一体改革関連法 公布

・平成２６年４月１日 消費税率５％ → ８％適用
・平成２７年１０月１日 消費税率８％ → １０％適用

※消費税率の引上げに当たっては、税制抜本改革法附則第18条に則って、経済状況等を総合的に勘案して判断を行うこととされています。

消費税率の引上げについて

国内取引に係る消費税の納税義務は、課税資産の譲渡等をした時に成立します。そのため、請負契約の場合は、原則として、

○物の引渡しを要するもの ・・・目的物の全てを完成し相手方に引き渡した日
○物の引渡しを要しないもの・・・約した役務の全ての提供を完了した日

となり、契約日が消費税率の引上げ前であっても、引渡しが適用日以後であれば、引上げ後の消費税率が適用されます。

ポイント②経過措置とは？ 消費税率引上げの半年より前に締結
した契約は、旧税率が適用されます

工事の請負の場合、一般的に契約から引渡しまでに時間がかかること等を考慮し、指定日前に
締結した工事その他請負に係る契約に基づくものについては、旧税率が適用されます。

○消費税率８％適用に係る指定日 ・・・平成２５年１０月１日（←平成２６年４月１日の半年前）
○消費税率１０％適用に係る指定日・・・平成２７年４月１日（←平成２７年１０月１日の半年前）
＜注意＞増額変更があった場合

経過措置の適用工事であっても、指定日以降に変更契約により増額された場合は、その増額された対価の部分に
ついては、引上げ後の消費税率が適用されます。

※消費税率10%に係る指定日は平成27年4月１日、施行日は
平成27年10月1日となる

指定日（25.10.1） 施行日（26.4.1） 適用関係

旧税率

新税率

新税率

旧税率

契約 引渡し

契約 引渡し

契約

引渡し増額変更

1



利益
200

税
50下請発注額

800

利益
200

税
50下請発注額

800

下請受注額
800

税
40

《現行》 元請契約5％、下請契約5％

請負契約額 1,050（うち税50）

《引上げ後》 元請契約5％（経過措置）、下請契約8％

下請契約額 840（うち税40）

消費税は原則として、元請契約に係る消費税額から下請発注に係る消費税額を控除した金額が納付税額となる。
消費税が適正に転嫁されていれば、適用税率の違いによって元請業者の損益に影響を与えない。

下請契約額 864（うち税64）
※指定日以降の契約（８％）

請負契約額 1,050（うち税50）
※指定日前の契約（５％）

下請受注額
800

税
64

元下契約に関する経過措置と損益の関係

※元下契約の関係は、発注者と契約関係のある元請業者と一次下請業者だけでなく、一次下請と二次下請など全ての下請契約の段階で成立する。

（注） 地方消費税を含む。

利益 1,050 － 864 － ▲14 = 200

納付税額 50 － 64 ＝ ▲14（還付）
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利益は同額

利益 1,050 － 840 － 10 = 200

納付税額 50 － 40 ＝ 10

長期大規模工事等における経過措置について

指定日から施行日の前日までの間に締結した長期
大規模工事等の請負契約においては、右記算式に
より計算した金額にかかる部分については旧税率が
適用されます。

長期大規模工事等
に係る対価の額

長期大規模工事等の着手の日から施行日の前日までの間に
支出した原材料費、労務費その他の経費の額の合計額

施行日の前日の現況により見積もられる工事原価の額
×

※経過措置の具体的な内容等につきましては、国税庁HPをご覧頂くか、所轄の税務署にお問合せください。
【参考】国税庁ＨＰ（http://www.nta.go.jp/）に「平成26年4月1日以後に行われる資産の譲渡等に適用される消費税率等に

関する経過措置の取扱いQ＆A」（平成25年4月）等改正に関する資料が公表されています。

下請に支払った消費税額と同額の控除
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※元下契約の関係は、発注者と契約関係のある元請業者と一次下請業者だけでなく、一次下請と二次下請など全ての下請契約の段階で成立する。



○ 消費税は、消費一般に広く公平に課税する間接税であり、税額分は価格に上乗せされ、最終的には消費者が
負担することになります。

消費税率の引上げに際しては、消費税の仕組みを正しく理解し、発注者の理解を得つつ、消費税を円滑
かつ適正に転嫁することが重要

○ 建設業においても、発注者との元請契約、下請契約、資材購入など取引の各段階において課税されます。

下請契約、資材購入等において、自己の取引上の地位の不当利用に当たるような行為を行わず、消費
税分を適正に上乗せした契約を締結することが重要

※免税事業者については、消費税分を別途受け取ることは税法上予定されていないが、仕入れに含まれる消費税分を価格に上乗せすることが必要

※建設工事標準請負契約約款（公共・民間・下請）では、消費税の円滑かつ適正な転嫁を図るため、請負代金額を「消費税を含めた総額を記載するとともに、内書きで消費税

消費税転嫁のポイント

建設産業における消費税の円滑かつ適正な転嫁について

請負契約という建設工事の特性から、発注者との関係で弱い立場に置かれる建設産業では、例えば増税分の
値引きを求められやすいなど、消費税の負担を発注者に転嫁できない状況が生じる懸念があります。

建設産業への影響について

＜過去の転嫁拒否事例＞＜過去の転嫁拒否事例＞

① 設計変更による増額分が生じた際、本来は新税率（５％）が適用
されるところ、発注者の理解を得ることができず、本体契約と同じ
旧税率（３％）でしか支払ってもらえず、税率の差分（２％）を元請
企業が負担して納税した。

④ 発注者と元請企業との契約が経過措置の適用により旧税率が
適用されることを理由に、元請企業が当該工事の下請先に対して、
新税率が適用される契約に関して引き上げ分の消費税の支払い
を拒否した。
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② 税率引き上げに伴い、駆け込み発注が生じ、設計業務に支障が
出るほどの繁忙となった。これにより、概算設計による契約が多く
なり、その後の設計変更も増加し、ケース①のような状況が生じた。

③ 元請企業が下請企業に対して消費税の引き上げ分の値引きを求
めた。

※建設工事標準請負契約約款（公共・民間・下請）では、消費税の円滑かつ適正な転嫁を図るため、請負代金額を「消費税を含めた総額を記載するとともに、内書きで消費税
額を別記」することで、取引に係る消費税額を明示することとしています



役務の提供

（建設工事の請負契約）

（建設工事の請負契約）

役務の提供

役務の提供

（建設工事の請負契約）

・法人

建設業者（元請負人）

発注者

・法人である事業者

発注者

・大規模小売事業者

・法人（資本金3億円以下）
・個人事業者等

建設業者

・法人（資本金3億円以下）
・個人事業者等

建設業者（下請負人）

建設業者

・資本金等の要件無し

特定供給事業者（受注者）特定事業者（注文者）国（主務大臣）

国土交通大臣

特定事業者を所管
する主務大臣

消費税転嫁対策特別措置法と建設業との関係について

法人（大規模小売事業者は除く）

法人

資本金2億円
資本金1億円

資本金3億円を超える
資本金3億円以下
資本金1億円
資本金2億円

×
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資材等の供給

（建設工事の請負契約）

・法人

建設業者

・個人事業者等

・法人（資本金3億円以下）
・個人事業者等

資材業者等

消費税転嫁対策特別措置法の法令については公正取引委員会ＨＰで確認できます。
（http://www.jftc.go.jp/tenkataisaku/hourei_tenkataisaku/jyobun.html）

国土交通大臣

転嫁拒否等の行為に対する検査、
指導等
(1)公取委、主務大臣、中企庁長官によ
る報告・検査（法第15条）
(2)公取委、主務大臣、中企庁長官によ
る指導・助言（法第4条）
(3)主務大臣、中企庁長官による公取
委への措置請求（法第5条）
(4)公取委による勧告・公表（法第6条）

転嫁拒否等の行為
のおそれがある場合

※元請負人と下請負人の関係は、発注者と契約関係のある元請業者と一次下請業者だけでなく、一次下請と二次下請など
全ての下請契約の段階で成立する。



特定事業者の遵守事項（法第3条）

消費税転嫁対策特別措置法と建設業との関係について（違反事例１）

（１）減額（消費税転嫁対策特別措置法第３条第１号前段）

○ 契約済みの請負金額（消費税を含めた金額。以下同じ）から消費税率引上げ分の全部又は一部を減じる
場合

○ 既に支払った消費税率引上げ分の全部又は一部を次に支払うべき請負金額から減じる場合

○ 本体価格に消費税額分を上乗せした額を請負金額とする旨契約したにもかかわらず、支払の際に、
消費税率引上げ分の全部又は一部を請負金額から減じる場合

5

※減額とはならない合理的な理由
瑕疵がある場合や工期に間に合わなかった場合等、特定供給事業者の責に帰すべき理由により、相当と
認められる範囲内で対価を減じる場合など

→指定日以後の契約において、「引渡し日」が施行日前から施行日後に変更になるおそれがある
場合、あらかじめ消費税率の引上げに伴い発生する消費税の増額相当分の取扱いについて、
契約書等で明確に記載しておくことが重要。

○ リベートを増額する又は新たに提供するよう要請し、当該リベートとして消費税率引上げ分の全部又は
一部を請負金額から減じる場合

○ 消費税率引上げ分を上乗せした結果、計算上生じる端数を請負金額から一方的に切り捨てて支払う場合



特定事業者の遵守事項（法第3条）

消費税転嫁対策特別措置法と建設業との関係について（違反事例２）

（２）買いたたき（消費税転嫁対策特別措置法第３条第１号後段）

○ 請負金額を一律に一定比率で引下げて、消費税率引上げ前の請負金額に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い
請負金額を定める場合

○ 原材料費の低減等の状況の変化がない中で、消費税率引上げ前の請負金額に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも
低い請負金額を定める場合

○ 安価受注を実施することを理由に、大量発注などによる請負人等のコスト削減効果などの合理的理由がないにもかかわら
ず、請負人等に対して値引きを要求し、消費税率引上げ前の請負金額に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い請負
金額を定める場合

6

金額を定める場合

○ 免税事業者である請負人等に対し、免税事業者であることを理由に、消費税率引上げ前の請負金額に消費税率引上げ分
を上乗せした額よりも低い請負金額を定める場合（注）

○ 消費税率が２段階で引上げられることから、２回目の引上げ時に消費税率引上げ分を全てを受け入れることとし、１回目の
引上げ時においては、消費税率引上げ前の請負金額に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い請負金額を定める場合

○ 工事内容を減らし、請負金額を消費税率引上げ前のまま据え置いて定めたが、その請負金額の額が工事内容を減らした
ことによるコスト削減効果を反映した額よりも低い場合

（注）免税事業者であっても、他の事業者から仕入れる原材料や諸経費の支払において、消費税額分を負担している点に留意
する必要がある。



（３）商品購入、役務利用又は利益提供の要請（消費税転嫁対策特別措置法第３条第２号）
【商品の購入、役務の利用要請】
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、請負人にディナーショーのチケットの購入、自社の宿泊施設の
利用等を要請する場合
○ 消費税引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、本体価格の引下げに応じなかった請負人等に対し、毎年定期的に
一定金額分購入してきた商品の購入金額を増やすよう要請する場合
○ 自社の指定する商品を購入しなければ、消費税率引上げに伴う請負金額の引上げに当たって不利な取扱いをする旨示唆する場合
【利益提供の要請】
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、消費税の転嫁の程度に応じて、請負人ごとに目標金額を定め、
協賛金を要請する場合等
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、通常必要となる費用を負担することなく、請負人等に対し、従業員
等の派遣又は増員を要請する場合
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、消費税率の引上げに伴う価格改定や、外税方式への価格表示
変更等に係る値札付け替え等のために、請負人等に対し、従業員等の派遣を要請する場合

特定事業者の遵守事項（法第3条）

消費税転嫁対策特別措置法と建設業との関係について（違反事例３）
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変更等に係る値札付け替え等のために、請負人等に対し、従業員等の派遣を要請する場合
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、請負人等に対し、取引の受発注に係るシステム変更に要する
費用の全部又は一部の負担を要請する場合
○ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに、特許権等の知的財産権、その他経済上の利益を無償又は通常
支払われる対価と比べて著しく低い対価で提供要請する場合

（５）報復行為（消費税転嫁対策特別措置法第３条第４号）
○ 請負人が、「駆け込みホットライン」等に消費税の転嫁拒否の事実を知らせたことを理由として、取引数量を減じ、取引を停止し、その他不利益
な取扱をされた等

（４）本体価格での交渉拒否（消費税転嫁対策特別措置法第３条第３号）
○ 請負金額に係る交渉において消費税を含まない価格を用いる旨の請負人からの申出を明示的に拒む場合
○ 請負人等が本体価格と消費税額を別々に記載した見積書等を提出したため、本体価格に消費税額を加えた総額のみを記載した見積書を再度
提出させる場合
○ 注文者が、本体価格と消費税額を加えた総額しか記載できない見積書等の様式を定め、その様式の使用を余儀なくさせる場合

※詳細は公正取引委員会ＨＰで公表されている「消費税の転嫁を阻害する行為等に関する消費税転嫁対策特別措置法，独占禁止法及び下請法
上の考え方」をご覧下さい。



・書面による契約締結（建設業法第１８条、第１９条第１項）
請負金額について、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れることを合意したが、書面による契約を行わなかった場合

・やり直し工事（建設業法第１８条、第１９条第２項）

請負金額について、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れるが、その代わりに、変更契約をせずに、やり直し工事を行わせ、消費税率
引上げ分の全部又は一部に相当する費用負担を強要する行為

消費税率の引上げにあたり、以下の行為を行った場合は、建設業法上の違反となります。

・見積条件の提示（建設業法第２０条第３項）
本体価格の交渉には応じるが、不明確な工事内容の提示をしたり、適正な見積期間を確保しない場合

建設業法における遵守事項

消費税率の引上げと建設業法との関係について

建設業法における検査、指導等
・報告・検査（法第31条） ・指導・助言・勧告（法第41条） ・公取委への措置請求（法第42条）
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・工期（建設業法第１９条第２項）
請負金額について、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れるが、その代わりに工期の短縮や変更を強要する行為

・長期手形（建設業法第第２４条の５第３項）
請負代金の額について、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れるが、その代わりに、割引を受けることが困難であると認められる手形
を交付する場合

・支払保留（建設業法第２４条の３、第２４条の５）
請負金額について、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れるが、その代わりに支払を保留する場合

上記行為を行った場合



具体的な転嫁対策の取り組みとしては、

①消費税の円滑かつ適正な転嫁について各方面（※）への周知徹底
※建設業団体への説明会実施
※建設業法令遵守に係る指導通知の一環として、建設業団体に対し、消費税の適正な転嫁について通知を発出

②相談窓口の設置（政府全体、国交省建設業所管部局） ※下記参照

③政府全体で実施する書面調査並びに元請企業・下請企業間の取引実態調査等を通じた転嫁状況の実態
把握

④建設業法令遵守推進本部による建設企業への立入検査・指導等徹底

などについて、これまで培ってきた調査指導の体制・ノウハウも有効に活用しながら、建設産業における円滑

建設産業における転嫁対策について

建設産業における転嫁対策について

などについて、これまで培ってきた調査指導の体制・ノウハウも有効に活用しながら、建設産業における円滑
かつ適正な転嫁対策を実施する。

○内閣府に政府共通の窓口として消費税価格転嫁等総合相談センターを設置

専用ダイヤル:0570-200-123 URL:http://www.tenkasoudan.go.jp
【受付時間】平日９：００－１７：００（平成２６年３月・４月は土曜日も受付）

※国土交通本省においても消費税価格転嫁等総合相談センター分室を設置

○各地方整備局等においては「建設業法令遵守推進本部」にて対応（駆け込みホットラインの活用）

※駆け込みホットライン・・・0570-018-240

○都道府県においても相談窓口を設置

相談窓口
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○ 平成26年1月以降に実施する建設業法に基づく立入検査において、消費税転嫁拒否が行われていないか調査を実施
○ 立入検査において消費税転嫁拒否等に関するヒアリングを行い、関連情報を収集

消費税転嫁拒否等に対する監視の強化

１．建設業法に基づく立入検査による消費税転嫁拒否に関する調査の実施

消費税転嫁対策特別措置法の施行に伴い、消費税価格転嫁等総合相談センターや駆け込みホットライン等による転嫁拒否
行為に関する相談対応を開始
→これまでのところ、建設業の取引に係る消費税転嫁拒否行為に関する相談は数件寄せられている（平成26年2月25日現在）
→今後、消費税率が引き上げられる平成26年4月1日以降に引き渡し等を予定している建設工事の請負契約が増加し、消費
税転嫁拒否等が行われる可能性が高まると予想されるため、建設業者の消費税転嫁拒否等に対する監視を強化する

○ 平成26年度下請取引等実態調査において、消費税転嫁対策特別措置法の施行以降（平成25年10月1日～平成26年
6月30日）の期間に消費税転嫁拒否等が行われているかどうか調査を実施

○ （一社）建設産業専門団体連合会が開催する「平成25年度建設専門業の経営革新支援研修会」（平成26年1月20日～
平成26年2月24日の間、全国10カ所で開催）において、消費税の転嫁拒否に関する相談の受付及び出席者に対して
アンケートを行い、消費税転嫁拒否に関連する情報を収集
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２．下請業者に対する「消費税転嫁拒否等に関する出張相談」の実施

３．平成２６年度下請取引等実態調査における消費税転嫁拒否に関する調査の実施

消費税価格転嫁等総合相談センターや駆け込みホットライン等に寄せられた情報に加え、上記取組により、
消費税転嫁拒否を行った企業名を覚知した場合、消費税転嫁対策特別措置法に基づく立入検査等を行う


